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日本WHO協会　理事
大阪府医師会　会長

高井　康之

　新型コロナウイルス感染症が日本で初めて確
認されてから間もなく4年が経過いたします。更
に追い打ちをかけて物価の高騰により、国民の生
活が今もなお脅かされております。当初、我々は
未知なるウイルスに対して、どこまで対応できる
のか、不安と困惑のなか、何とかここまで辿り着
くことができました。昨年の5月からは感染症法
上の位置付けも5類に見直され、10月には様々な
特例措置も緩和し、政府では今年の4月からはコ
ロナ前の日常に戻れるよう検討がなされており
ます。
　しかし、水面下では変異株であるBA.2.86が流
行傾向にあり、爆発的に感染拡大することはない
ようですが、これまでの免疫をすり抜けて感染す
る特徴があり、Ｎ抗体保有率が低い高齢者は気を
抜くと重症化や死亡してしまう恐れがあるため、
予断を許さない状況にあります。
　これまで我々が経験してきた災害や感染症は

「いつ」、「どこで」起こるか予測不能です。「いつ」、
「どこで」起きても対応できる準備をしておくこ
とは、どの経験からも痛感したことであり、日本
はこれまで有事への備えがあまりなされていな
かったことは、我々も真摯に受け止めなければな
りません。今回の経験から「急性期」「回復期」「慢
性期」といった役割分担の重要性を痛感いたしま
した。我々医師会が考える「かかりつけ医機能」

ごあいさつ

は必ずしも一つの医療機関において、かかりつけ医
機能を全て持たせるのではなく、それぞれの医療機
関が有している機能を発揮しつつ、足りない機能は
他の医療機関で補完し合い、面で地域を支えること
であります。大阪府医師会でも府民の健康に寄与す
るため、「かかりつけ医の機能強化」に積極的に取
り組んでまいります。
　日本では保険証さえあれば「いつでも」「どこで
も」自由に平等に医療を受けることができますが、
世界では適切な医療を受けられない国々は数多く
存在し、世界の医療、健康格差は今も大きなひらき
となっております。
　人種や民族、社会的地位による格差はあってはな
らず、ユニバーサル・ヘルス・カバレージ（UHC）、
持続可能な開発目標（SDGs）目標3でもある「す
べての人に健康と福祉を」を達成するためには、一
人ひとりが行動することが重要となります。日本
WHO協会の取り組みを通して、私たちは今何がで
きるのか、「目で見るWHO」をお読みになり、一
人ひとりが一度向き合うきっかけになることを祈
念いたしております。

2024年1月
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　SDGs（持続可能な開発目標）の目標
3「すべての人に健康と福祉を」に紐づ
くターゲットとして、「3.5　薬物乱用や
アルコールの有害な摂取を含む、物質乱
用の防止・治療を強化する」が挙げられ
ています。その中でもアルコールによる
問題は、健康に対する影響、交通事故や
家庭内暴力など多岐にわたる問題があり
ます。WHO のレポートによると、アル
コールの有害な使用は、200 を超える
疾病と障害の原因であり、世界では、ア
ルコールの有害な使用によって全死亡の
5.3% に相当する年間 300 万人が死亡し
ている、また障害調整生存年数（DALYs）
の 5.1％がアルコールに起因すると警告

されています（表 1）。
　このようにアルコールの有害な使用は
世界での大きな問題です。WHO では
2010 年 5 月の総会で、「アルコールの
有害な使用を低減するための世界戦略」
を決議しました。この戦略には、アルコ
ール関連問題に対処するための 10 の対
策領域が示されています。主な内容は、
意識啓発とコミットメントの構築、飲酒
運転対策、アルコールへのアクセスの制
限、マーケティングの規制、価格政策、
治療へのアクセス改善、アルコールの有
害な使用のモニタリングと監視、などが
含まれます。この戦略は先に述べた
SDGs のターゲット 3.5 にも関連してお

り、国際的にアルコール対策を推進する
ための重要な枠組みとなっています。そ
して、各加盟国に対して、この世界戦略
に基づく総合的な対策を実施することを
求めました。
　この決議に基づいて、我が国では
2013 年に議員立法によって、「アルコ
ール健康障害対策基本法」が成立しまし
た。この法律は、わが国のアルコール健
康障害対策の基本理念を示し、国や地方
公共団体などの責務、10 の基本的施策、
アルコール関連問題啓発週間の設置など
を定めています。この基本法に基づいて、
当事者・家族・有識者・酒造酒販団体を
含む「アルコール健康障害対策関係者会
議」が招集され、第 1 期のアルコール
健康障害対策推進基本計画が策定されま
した。重点課題として（1）飲酒に伴う
リスクに関する知識の普及を徹底し、将
来にわたるアルコール健康障害の発生を
予防（2）アルコール健康障害に関する
予防及び相談から治療、回復支援に至る
切れ目のない支援体制の整備、の 2 つ
が挙げられました。この計画に基づいて、
各都道府県においての都道府県アルコー
ル健康障害対策推進計画が策定され、飲
酒についての正しい知識の普及、相談機
関や専門医療機関の整備が行われました。
その後、第 1 期の評価も含めて関係者
会議が行われ、2021 年には第 2 期のア
ルコール健康障害対策推進基本計画が閣
議決定されました。第 2 期の重点目標

巻頭特集

WHOと日本のアルコール健康障害対策
独立行政法人国立病院機構
久里浜医療センター　副院長

木村　充
精神科医。1996年より国立久里浜病院（現・久里浜医
療センター）に勤務しアルコール依存症の治療・臨床研
究に従事し、令和4年より現職。

表1　WHOによるアルコール健康障害についてのKey Facts
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は（1）アルコール健康障害の発生予防
（2）アルコール健康障害の進行・重症
化予防、再発予防・回復支援、とされて
おり、各都道府県でのアルコール健康障
害対策に関する関係者連携会議の年複数
回の開催など、各機関の連携を重視する
ものになっています。

　WHO では、アルコールの有害な使用
を減らすための政策パッケージとして、

「SAFER」を提唱しています。SAFER は
5 つの政策戦略から構成されています

（表 2）。これらの項目はそれぞれ証拠に
基づいた科学的に有効的な政策です。
　SAFER の 5 つの政策は、
(1) アルコール入手の制限強化
(2) 飲酒運転対策
(3) 治療へのアクセス向上
(4) 広告規制
(5) 価格引き上げ、からなります。

いずれも飲酒量を減少させ、飲酒運転に
よる事故や依存症への対策として有効な
ものです。特に、飲酒量を低減させるた
めの政策として、
（1）課税等により、アルコールの価格
を上げる
（2）アルコールへのアクセスを制限し、
入手性を下げる
（3）アルコールに関する広告の規制
の３つを「Best Buy」の政策として重
視しています。加盟各国は SAFER を参
考に、科学的根拠に基づくアルコール政
策の強化が求められており、実行すれば
いずれも大きな効果を上げるものと思わ
れますが、実際には多くの国では実行が
困難になることも多くあります。特に、
課税の強化などの価格政策については、
国民の不評を買うことが予想され、政治
家が実際に実行することは困難が予想さ
れます。しかし、特に若者の飲酒は価格
に大きな影響を受けることが明らかにな
っており、課税以外にも、酒類の最低価
格を設定することなど様々な価格政策の

方法が考えられます。各国でこれらの政
策を組み合わせて実施することで、アル
コール関連の健康・社会問題を効果的に
予防できると予想され、日本でも、
SAFER の戦略を参考に、アルコール政
策の強化が求められています。

　アルコールの有害な使用を減少させる
ためには、若者の飲酒を減少させること
が重要です。なぜなら、飲酒開始が早い
ほど後の人生での飲酒量が増え、依存症
に陥るリスクも上昇するからです。また、
早期の飲酒は脳の発達など健康面にも影
響を与えるほか、若者によく見られるビ
ンジドリンキング（短時間に多量の飲酒
をすること）は、急性アルコール中毒や
飲酒運転による事故、暴力などにもつな
がります。多くの国で飲酒の最低年齢を
設けています。世界的に見ると、18-21
歳の間に最低飲酒年齢が設定されている
国が多数を占めており、日本の 20 歳は

アルコールによる害を
減らすための政策

若者の飲酒への対策

表2　アルコールの害を減らすための政策パッケージ「SAFER」
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世界的に見てやや高い方だと言えます。
最低年齢を引き上げることで、若者の飲
酒を抑制できるとの研究結果もあるため、
引き上げを検討する国もあります。
WHO も報告書の中で、酒類購入可能年
齢の引き上げは若者のアルコール関連問
題、特に飲酒運転事故の減少につながる
としています。
　生活環境要因は、若者の飲酒行動に大
きな影響を与えます。最も影響が多い環
境要因として、アルコールの広告、流通
が規制されておらず入手しやすいこと、
アルコール製品が手頃な価格であるなど
の要因が挙げられます。日本では、例え
ば自動販売機の減少や対面販売での年齢
確認の強化などによる入手性の低下、飲

食店で未成年への酒類を提供することへ
の罰則の強化、学校での飲酒啓発教育、
一気飲み防止キャンペーンなど、若者の
飲酒への対策を行ってきました。そのた
めか、近年は未成年者の飲酒経験は低下
傾向にあります（図 1）。
　一方で、中高生や 20 代での飲酒習慣
の男女差は見られなくなってきており、
将来女性でのアルコールの有害な使用が
増加する可能性はあると考えられます。

　アルコール使用障害となった場合の治
療へのアクセスを向上させることも、ア
ルコールの有害な使用を減少させるため

図1　日本の中学生、高校生の飲酒経験、飲酒状況の推移
　　  厚生労働科学研究「未成年者の健康課題および生活習慣に関する実態調査研究平成27年度報告書（研究代表者
　　  大井田隆）、「中高生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査」平成29年度報告書(研究代表者尾崎米厚）より作成）

アルコール使用障害の介入

に重要です。アルコールによる問題が最
も重篤なのはアルコール依存症です。ア
ルコール依存症は、アルコールに対する
耐性が形成され飲酒量が増加する、有害
であることを認識しているにもかかわら
ず飲酒のコントロールを失ってしまい飲
酒を続ける、飲酒を中断した際の離脱症
状が現れる、といったことで特徴づけら
れる疾患です。筆者の勤める久里浜医療
センターでは、1960 年代より「久里浜
方式」と呼ばれるアルコール依存症者の
入院治療プログラムを行っており、全国
の医療従事者にアルコール依存症の専門
治療についての研修を行ってきましまし
た。
　しかし、アルコール依存症は習慣飲酒、
多量飲酒から連続して徐々に進行してい
くものであり、より早期の段階から介入
することにより、重度の依存症に進行す
ることを予防できると考えられます。し
かし、アルコール依存症は、実際に罹患
している人のごく一部しか依存症の治療
をうけないトリートメントギャップが大
きい疾患です（図 2）。このトリートメ
ントギャップの原因は、アルコール依存
症に対するスティグマや治療へのアクセ
スの悪さなどが挙げられます。近年、ト
リートメントギャップを減らす方法の一
つとして、減酒を目標とした治療が試み
られるようになってきています。従来、
アルコール依存症の治療の目標は断酒が
唯一のゴールであるという考えが根強か
ったですが、この考え方が患者を治療か
ら遠ざけてきた側面もあると指摘されて
います。断酒は最も安全なゴールである
ことに変わりないが、目標の一つとして
減酒というゴールも掲げることで、特に
早期のアルコール使用障害の患者が介入
する機会を得られるものと考えられます。
久里浜医療センターでも 2017 年より
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文献：
1.GBD 2016 Alcohol Collaborators. Lancet.2018; 392:1015–35.
2.GBD 2020 Alcohol Collaborators. Lancet.2022;400(10347):185-235.

コラム　飲酒量と健康障害の関係
ス研究[1]では、飲酒量と総死亡率の関係
は線形的で、飲酒量が増加するほど総死
亡率は上昇し、健康被害を最小にする飲
酒量はゼロであるとしています。この研
究では、純アルコール摂取量1日0グラム
(禁酒)を基準に、1日当たり10グラム増
加するごとに、総死亡率は約7%上昇す
ると報告されています。
　2020年に発表された更新されたデ
ータを用いたメタアナリシス研究[2]
でも、健康リスクを最小にする飲酒量

（TMREL）は地域で異なるものの、1日
あたりアルコール量として0-18.7gと
低く留まっていました。若年者の方が
TMRELは低いが、若年者では交通事故、
自傷、暴力等の外傷が寄与する割合が大
きいことが原因と考えられました。
　40‐64歳では、心血管疾患や癌の寄
与する割合が高くなります。他の研究
の結果も併せて考えると、アルコールに

　「酒は百薬の長」と言われますが、以
前よりアルコールを全く節酒しない人よ
りも少量の飲酒をしている人の方が死亡
率が低いという現象が指摘されてきまし
た。この効果は、その死亡率の曲線の
形から「Jカーブ効果」と言われますが、
少量の飲酒によって虚血性心疾患のリス
クが低下することが理由として考えられ
ました。一方で、全く飲酒をしない人の
中には、もともと飲酒していたが健康問
題のために禁酒をした人が含まれている
ために死亡率が高く出ているのではない
かという点から、Jカーブ効果を疑問視
する意見もありました。
　最近のメタアナリシスによる研究では、
少量の飲酒が健康を改善する効果につい
ては否定的であり、飲酒量が増えれば増
えるほど死亡率が上昇するということが
示されています。2018年にLancetに報
告されたグローバルデータメタアナリシ

よる健康へのプラスの影響は少なくとも
疾患特異的であり、トータルで考えた場
合、飲酒量を可能な限り少なくすること
が、全体では健康への悪影響を最小限に
する方法であると考えられます。
　厚生労働省の健康日本２１では、「節
度ある飲酒」を１日平均純アルコールで
約20g程度の飲酒とし、「生活習慣病の
リスクを高める量」を１日当たりの純ア
ルコール摂取量が男性40ｇ以上、女性
20ｇ以上としています。この量は最近の
研究結果から考えるとやや過大である可
能性もありますが、多くの生活習慣病で
は、少量の飲酒ではそれほどリスクが上
がるわけではなく、ある程度の量を過ぎ
たところから急激にリスクが上昇する非
線形のリスク上昇カーブを描くため、こ
れらの飲酒量を目標とすることはおおむ
ね妥当であると思われます。

減酒外来を始めています。全国のアルコ
ール専門医療機関へのアンケート調査の
結果でも、回答を得られた医療機関のう
ち、17.1％の医療機関が「減酒外来」
等の減酒の専門治療を行っており、
68.6％は減酒の専門治療は行っていな

いが一部の患者で減酒を目標とした治療
を行っていると回答しており、大半の医
療機関で減酒を目標とした治療が行われ
ていました。（図 3）先に述べたアルコ
ール健康障害対策推進基本計画に基づい
て各都道府県でもアルコール依存症の専

門医療機関の整備が進んでおり、このよ
うな治療へのアクセス向上は、アルコー
ルの有害な使用を減らすことにつながっ
ていくと期待されます。

図2　アルコール依存症のトリートメントギャップ
　　  ※1厚労省患者調査(2017年)　※2 Y Osaki et al. Alcohol and Alcoholism,   
　　   51(4) 465-473, 2016　※3厚労省国民健康栄養調査(2009年)より概算　
          ※4厚労省国民健康栄養調査(2016年)より概算

図3　国内アルコール専門医療機関アンケートでの減酒を目標とした治療の有無
　　  厚生労働科学研究「アルコール依存症の早期介入から回復支援に至る切れ目の
　　  ない支援体制整備のための研究（研究代表者：木村充）」令和4年度報告書より作成
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　我が国の総人口は減少している一方で、
65 歳以上の高齢者（以下：高齢者）人
口は、増加しており、総人口に占める高
齢者の割合は 29.1％です。総人口に占
める高齢者人口の割合は、1950 年以降
急激に増加しました。今では、世界で最
も高齢者人口の割合が高い国となってい
ます。この急激な高齢化は日本に限らず
アジア諸国でも起こると予測されていま
す。アメリカ合衆国国勢調査局によると、
アジアの高齢者数は今後 40 年間で現在
のほぼ 3 倍になる見込みがあるといわ
れています。さらにアジア諸国の一部の
国では、日本が過去に経験したのと同等、
それ以上の速さで高齢社会を迎えると予
測されています。このような現状におい
て、日本のたどってきた高齢化の経験が
参考になるのではないかと言われていま
す。
　そこで私達は、迫り来るアジアの高齢
化に対して、いかに素早く高齢化を防ぐ
か、高齢者の健康を守るかについて考え
る必要があるのではないかと考え、本フ
ォーラムを企画しました。

アジア地域の高齢化とその対策
～日本と世界の視点から～
　まず始めに、病気の原因を探るときは、
病気を点で見るのではなく、その患者の
背景にある生活や精神に関する問題まで
見極めることができなければ、真の問題
解決には繋がりません。医療は病院だけ
で行っているものではなく地域にも目を

向けなければいけません。
　日本では、2050 年に 60 歳以上が
45％、70 歳以上が 25% を占める時代
を迎えます。しかし、現在の高齢者は過
去の高齢者に比べ歩行能力や握力の向上
を認めています。社会的にみても、支援
が必要であると判断される高齢者の年齢
も上昇傾向にあり、仕事の退職を考える
年齢も上昇傾向にあります。そのため、
現在は 65 歳以上が高齢者と定義されて
いますが、65 〜 74 歳を准高齢者、75
歳以上を高齢者と定義することが提言さ
れています。
　自分が高齢者だと感じている人の性・
年齢階層別の平成 26 年度、令和３年度
の比較を 60~80 歳以上の人を対象に行
ったところ、令和 3 年度の方が、いず
れの性別、年齢においても自分を高齢者
であると考える人の割合が多くなってい
ます。しかしこれは COVID-19 による
生活の変化が影響したと示唆されました。
　高齢化は日本だけでなく、世界各国の
高齢化が 2050 年にかけて急速に進む
と予測されています。欧州や日本を含む
東アジアは高齢化がすでに進んでいます
が、アジア全体で高齢化が今後進み、特
に日本より速く高齢化が進むという地域
では影響は大きいと言えます。
　持続可能な開発目標（以下：SDGs）
では、高齢化の下での経済成長促進には
政策と行動が重要な鍵を担っています。
男女平等な雇用による労働参加や、年齢
差別の撤廃が生産性を高め、より経済成

長を促進すると言われています。また、
個人の最大限の機能的能力を維持するた
めの生涯にわたる健康と予防的ケアの促
進が、健康と福祉を向上させるといわれ
て い ま す。そ の た め WHO は ICOPE

（integrated care for older people、高
齢者のための包括的ケア）の指標を提言
しており、この指標に基づいたケアを行
なっていく必要性が示されています。高
齢者が健康に動けるようになることで、
高齢者自身の幸福度が高まり、社会への
貢献度が高まることが期待され、そのた
めにも高齢者や社会のニーズに合った医
療を開発・提供していくことが求められ
ています。

　タイは、少子化が進むと共に健康寿命
が延び、総人口に占める高齢者の割合が
アジア主要新興国の中でも急激に増加し
ていると言われています。しかし進む高

セミナー・イベント報告 １

「日本だけじゃない！迫り来るアジアの高齢化
〜明日を担う私たちが、できる国際支援〜」

日本国際保健医療学会学生部会　18期代表

石上　美桜
大阪公立大学　リハビリテーション学研究科　博士前期課程

労働者健康安全機構　大阪ろうさい病院　院長

樂木　宏実
1984年 に 大 阪 大 学 医 学 部 を 卒 業。 米 国Harvard大 学、
Stanford大学の研究員などを経て、1993年8月から大阪大学
に勤務。医学系研究科老年・総合内科学教授、日本老年医学会
理事長などの立場で、研究・診療・教育・社会貢献活動に従事。
2023年4月から労働者健康安全機構 大阪労災病院院長。

ディスカッション テーマ①
自立した生活を送れる高齢者
を増やすためには何が出来る
か？～タイの現状を元に～

樂木宏実先生　ご講演の様子
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齢化に対して、国民が平等な医療サービ
スを受けられるような仕組みも整ってお
らず、また介護保険制度もない状況です。
タイのこのような現状を元に、「自立し
た生活を送れる高齢者を増やすためには
何が出来るか？」という議題をあげ、参
加者の皆様と 3 チームに分かれディス
カッションをおこないました。
【チーム A】
　タイにおける高齢者対策としてコミュ

ニケーション、栄養、人材、教育という
観点から考えました。具体的な対策案と
してコミュニケーションの点からは独居
の方が増加し人と交流する機会が減少す
るため、地域のコミュニティをより強固
なものとする取り組みとしてゴミ出しを
通じて交流する機会を増やすという案を
考えました。また地方では簡単に物資が
届きにくいことから物資の支援を行うと
いう意見や、こちらから物資を与えるだ

けでなく地域住民同士で買い物に行くと
いう機会を作ることで自分自身で生活を
するという精神的な充実感も得られるの
ではという意見も挙げられました。
　人材や教育という点からは地域の医療
者に対し技術の教育を行う、慢性疾患が
多いため住民に対して予防教育を行う、
社会保障を充実させるなどの具体案を考
えました。チーム A ではタイの現状や
問題点を踏まえた上で支援する側からの
一方的な支援とならないよう、高齢者が
現在ある能力を損なわず、かつ心身とも
に豊かとなる支援ということを重視し具
体案について意見の交流を行いました。
【チーム B】
　健康的な問題点として、転倒によって
動けなくなってしまうことがあげられる
と考え、運動促進や転倒をしないために
家庭環境を整えるような啓発活動を行う
事ができるのではないかと考えました。
また、精神的な問題点として核家族化に
よる独居高齢者の増加があげられ、人と
のコミュニケーションが減ることによる
QOL の低下があげられました。これに
対しては、地域住民のコミュニケーショ
ンを増やすことが重要であると考えまし
た。
　特に健康的な問題点の対策としてあげ
られていた運動促進を、地域住民同士で
行うことでより健康に近づくのではない
かと思いました。そこでチーム B は、
転倒の予防のための運動を正しく指導で
きるボランティアの育成を日本人がおこ
なったり、家庭環境を整えるための指導
方法を伝える事が、すぐにでも行える国
際支援だと考えました。
【チーム C】

鈴⽊隆雄, 權珍嬉︓厚⽣の指標 2006; 53: 1-10.

* p<0.05, 
**p<0.01

歩⾏速度と握⼒の10年間での変化
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疾病受療率・死亡率・要介護認定の変化、体力・生活機能の変化、知的機能の変
化、歯数の変化、国民の意識など総合的に5～10年の若返りが確認されている

⾃分が⾼齢者だと感じている⼈の性・年齢階層別割合の
平成26年度と令和3年度の⽐較

60~64歳 65~69歳 70~74歳 75~79歳 80歳以上

男性(H26) 12.6 23.5 44.0 61.2 79.1
男性(R3) 19.1 30.7 49.2 68.8 86.2

⼥性(H26) 8.1 25.3 50.9 71.2 83.0
⼥性(R3) 15.4 34.3 50.5 74.2 86.6

0.0

50.0

100.0
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内閣府. 平成26年度 ⾼齢者の⽇常⽣活に関する意識調査. (https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/h26/sougou/zentai/index.html).
内閣府. 令和3年度 ⾼齢者の⽇常⽣活・地域社会への参加に関する調査. (https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r03/zentai/pdf_index.html).

樂木宏実先生　9月9日講演資料
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　タイの現状を踏まえて高齢者が自立し
た生活を送れるようにするためには、介
護や他者からの援助を必要としない状態
を作ることが重要なのではないかと考え
ました。高齢者 1 人 1 人が生きがいを
もって過ごせるような環境づくり、幼少
期からの食育や運動、地域とのつながり
の構築、疾病予防等を具体策として挙げ
ました。
　また、高齢者や要介護者を孤立状態に
しないために地域との支えあいやコミュ
ニティづくり、ICT や SNS を活用した
り遠隔でも人と関わることができるよう
にしたりするための取り組みも必要であ
ると考えました。さらに、これまでに提
示したような内容を進めていくには当事
者や家族への経済面でのサポートやサー
ビスへのアクセスの簡易化、高齢者の声
を聴き何が必要であるのかを考えること
が必要であるという考えや、介護の担い
手への適切な賃金設定や医療・介護など

の専門職者の知識や技術の獲得のための
教育の必要性など、人材育成の面での具
体策も挙がりました。

ディスカッション テーマ②
日本に足りていない部分は
何か？

　日本は超高齢化であり、様々な高齢化
対策が行われていますが、さらに高齢化
率は増える一方です。そんな日本では健
康寿命の延伸や更なる高齢化対策が求め
られています。日本に足りていないとこ
ろとは何か？参加者の皆様と 3 チーム
に分かれディスカッションをおこないま
した。
【チーム A】
　 男女ともに日本の健康寿命と幸福寿
命の差は、約 10 年前後という現状があ
ります。この事実より、幸福度の向上を
させ、そのギャップを減らすことを目的
として掲げる必要性があると考えました。

また高齢者の老年性精神疾患、人口の
60% 以上の骨折は 60 歳以上で発生、一
人暮らしの高齢者の割合が年々増加して
いています。
　これらを解消するために予防医療、心
のつながりの構築、社会参加の場の提供
に取り組むことが解決策として挙げられ
ました。具体的には、高齢者が集い週に
3 回送迎バスで一緒に街に出向き食料調
達を行うシステムの構築です。道中のバ
スや買い物を一緒に行う中で新たな交友
関係の構築、孤独による精神疾患の予防、
週３回バランスよく買い物をできること
で健康的な食事への心がけを促進するこ
とができると考えました。その他にも、
ICT をより充実させることで働く場を増
やしたり、リアルに交流できる環境を作
ったりするなど ICT を活用した取り組
みについても考えました。
チーム B
　高齢者が活躍できる場が少なく、65
歳になると退職を迫られる環境があった
り、最終職の時に年齢差別を受けてしま
う現状があることがあげられます。また
地方に住む高齢者は、外出の機会が減っ
てしまい他者とのコミュニケーションが
減ってしまっています。さらに、コロナ
禍で都会に住む高齢者も外出を控える傾
向にあり、同様に他者とのコミュニケー
ションが減っている状況にあると考えら
れます。　
　そこでソーシャルネットワーキングサ
ービス（以下：SNS）を用いてコミュニ
ケーションを増やすことが出来ると考え
ました。しかし、ICT 教育も足りておら
ず、スマートフォンを用いて SNS でコ
ミュニケーションを取れる高齢者は少な

セミナー・イベント報告 １

ディスカッション内容の発表の様子（チームC）
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いというのも現実です。そのため、チー
ム B は高齢者が活躍できる場を増やし
たり、多くの人とコミュニケーション出
来るための環境を増やしたりなど高齢者
が満足できる環境づくりをして行く必要
があると考えました。
　反対に高齢者が、” 高齢者” というワ
ードに甘えているのではないかという意
見があげられました。高齢者でも、もっ
と活躍できる場所はあり、自主的に活動
をしていくことが大切であるとチーム B
は考えました。
【チーム C】
　現在日本では介護保険制度など様々な
制度が整えられています。しかし、それ
らの制度は理解が難しく、一般の人から
すると遠いものであると考えました。「日
本に足りていない部分は何か」と考えた
際に、まずは今ある制度を最大限に活か
すために、多くの人に制度を知ってもら
うことや、誰にでも仕組みが分かるよう
にするための工夫が必要であると考えま
した。
　専門家や支援者、該当者だけに任せる
のではなくみんなで考える姿勢も大切で
あると考えました。また、多くの人が高
齢者＝老人という考えや認知症や老化に
対するマイナスなイメージを持っている
のではないかという意見が挙がり、人々
が高齢者に対して抱いている偏見をなく
し疾病や老化による変化への理解を得る
必要もあると考えました。
　チーム C では、今あるものをさらに
磨き、高齢者が生きがいをもって生活で
きるようにするとともに支える側に必要
となるものも踏まえながら具体策につい
て考えました。

　立場が違う人、近い人で意見を出し合
うことで様々な興味深い意見が出てくる
と感じました。しかしこのディスカッシ
ョン内で、" これが足りない " から困っ
ているという意見までは見いだせていな
かったため、ディスカッションを深めて
いくことでそのような意見も出てくるの
ではないかと感じました。（樂木宏実先生）
　日本にあるものを伸ばしていくことは
とても重要だと感じます。しかし、日本
より海外の方が進んでいることが多くあ
ります。このことは、国際保健を行う上
で重要になります。海外を支援すること
も、足りていないところを学ぶ姿勢もど
ちらも大切にしてください。（安田直史
先生）
　ある国では、多産・多死、短命が問題
で困っている国がある反面、日本では少

産・少子、高齢化を問題視しています。
その国々、その時々で問題とするとこ
ろが異なる点がありますが、現地の状
況を見ながら解決策を考えることが大
切です。（中村安秀先生）

　本フォーラムは、今年で 13 回目とな
ります。御登壇をご快諾くださいまし
た樂木宏実様、公益社団法人日本 WHO
協会様、一般社団法人大阪薬業クラブ様、
ご参加いただいた 9 名の皆様のご助力
の元開催することが出来ました。この
場をお借りして厚く御礼申し上げます。

参加者の皆様集合写真

ディスカッション講評

謝辞

文責

東京女子医科大学医学部医学科 松岡あかり

山口県立大学看護栄養学部看護学科 畠中萌々子

東京医科歯科大学看護学専攻 二宮穂乃佳

聖隷クリストファー大学看護学部 杉本史佳

順天堂大学国際教養学部 清水ちとせ
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UNRWA と日本の関係

　UNRWA 国連パレスチナ難民救済事
業機関は第一次中東戦争後、1949 年
12 月 8 日に採択された国連総会決議
302（IV）により、パレスチナ難民のた
めの救済と事業実施を目的として設置さ
れ、1950 年 5 月 1 日に活動を始めま
した。それから 73 年、UNRWA はパレ
スチナ難民の支援と保護を行っています。
　パレスチナ難民という一つの難民グル
ープに対し、長期的支援を継続している
点において UNRWA は国連の中でも特
徴ある機関です。パレスチナ難民問題が
依然解決されていないため、支援は今や
四世代にわたります。活動分野は、教育、
医療保健、社会保障サービス、難民キャ
ンプのインフラ・環境改善、保護、小規
模金融、緊急支援など多岐にわたります。
自ら学校や病院を運営しているという点
も他の国連機関と比べ、UNRWA なら
ではです。
　日本が UNRWA への支援を始めたの
は、活動が開始されて間もない 3 年後
の 1953 年でした。この年は、第 2 次
大戦後日本の主権回復・国際社会への復
帰の礎であるサンフランシスコ平和条約
が発効した 1952 年の翌年であり、また、
日本が国際連合に加盟した 1956 年の 3
年前となります。
　日本は、過去 70 年間で、保健・教育
・生計支援・生活環境改善などに係るパ

レスチナ難民支援のため、総額約 10 億
ドルの支援を UNRWA を通じて実施し
てきました。
　長年にわたる日本の支援は、UNRWA
にとって非常に貴重なもので、UNRWA
における日本の信頼は確固たるものです。
70 周 年 の 記 念 の 行 事 は、 日 本 と
UNRWA の共同の努力の証しであり、パ
レスチナ難民の福祉と権利を確保するた
め、中東地域の和平構築のための継続的
な協力の重要性を強調することにつなが
ります。
　これまでの日本からの支援の内容とし
ては、保健分野では、UNRWA 診療所
の改善、予防接種、妊産婦検診、歯科検
診等を含む保健サービスやメンタルヘル
スケアを含む心理社会的な支援サービス
を提供しています。また、日本の支援で
の母子健康手帳の導入に加え、デジタル
分野で母子健康手帳アプリや、非感染性
疾患ケア・アプリの開発も実現しました。
　さらに教育分野では、日本は UNRWA
が担当するパレスチナ難民学生の教育の
質の向上を目的とした、さまざまなプロ
ジェクトに資金を提供してきました。例
えば、日本は UNRWA が運営する小中
学校やその他の公共サービス施設で、古
く劣化した施設・設備の保守・改修工事
の実施に対する財政的支援をしてきまし
た。ヨルダン、レバノン、シリア、ヨル
ダン川西岸、ガザにおけるパレスチナ難
民に対する UNRWA の教育事業に対し

て、一貫した支援を続けています。

70 周年記念イベント

　本年は日本と UNRWA の関係構築 70
周年を記念し、糸の繋がり、つむぎ、織
り を 象 徴 す る 日 本 語「 つ む ぐ
(Tsumugu)」 を テ ー マ に、 日 本 と
UNRWA のパートナーシップによって
生み出される豊かなタペストリーを表現
するイベントを展開してます（図１）。
　このプログラムは、日本からのパレス
チナ難民に対する継続的な支援への感謝
を示すとともに、地域全体の平和、安定、
発展を促進するための国際協力の重要性
を強調するものです。

セミナー・イベント報告 ２

パレスチナ難民にとって命のパスポート、母子手帳

UNRWA渉外局・広報スペシャリスト

新田　朝子
イスラエル国立・ヘブライ大学修士課程修了。非営利組織
運営やマネジメントを専攻。現在UNRWAエルサレム本部
にて日・UNRWA70周年イベントの企画、運営、また日本
向け広報、メディアリレーション等を担当。

UNRWA渉外局日本ドナーアドバイザー

石黒　朝香
愛知県出身。ジョージ・メイソン大学紛争分析解決学修
士課程修了。国連開発計画、対パレスチナ日本政府代表
事務所等の勤務を経て、現職。

図1　70周年ロゴ
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　その一環として、本年 6 月初旬に、
70 周年を記念して、母子健康手帳に関
するイベントをパレスチナ・ガザ地区と
オンラインにて開催しました。もともと、
パレスチナの母子健康手帳は、日本の支
援により、2005 年から始まった日本の
国際協力機構（JICA）とパレスチナ保
健庁が共同で実施した技術協力によって
誕生しました。 
　一方、母子健康手帳がパレスチナの共
通の保健増進のためのツールとなった大
きな局面は、UNRWA と幾つかの主要
NGO がもともと使っていた既存の母子
保健関係のカードを廃止し、母子健康手
帳に一本化したことでした。 
　このように、日本の支援により誕生し

た母子手帳が UNRWA の努力により、
当機関の活動地域であるシリア、レバノ
ン、ヨルダン、ガザ地区、東エルサレム
を含むヨルダン川西岸地区に広く導入さ
れてきた事実は特筆に値します。
　イベントは ’ Growing Together: 15 
Years of UNRWA Experience with 
Japan’ s Maternal and Child Health 
Handbook’ をテーマに 2023 年 6 月 6
日 ( 火 ) に実施しました。UNRWA と
JICA の共催で、後援を日本 WHO 協会
と国際母子手帳委員会にいただきました。
　本イベントは、日本・UNRWA 関係
樹立 70 周年を記念するとともに、上記
のような JICA と UNRWA の母子の健康
増進へ成果および貢献を踏まえ、ガザ地

区南部ハンユニスにある、UNRWA の
保健センタージャパニーズヘルスセンタ
ーにて式典を開催しました。名前の通り、
日本の支援で建設された保健センターで
す。（写真 1）
　100 名程度のパレスチナ難民のお母
さん方やその子どもたちが参加し、パレ
スチナ伝統舞踊のダプカダンスの披露で
会場が盛り上がりました。パレスチナ関
係担当大使及び対パレスチナ日本政府代
表事務所長の中島洋一大使、JICA パレ
スチナ事務所の星光孝所長、UNRWA
の清田明宏保健局長などが出席し、
UNRWA と日本の関係樹立 70 周年と日
本の母子手帳導入への支援へ感謝の言葉
を述べました。（写真 2,3,4,5）

写真1　記念式典の様子

写真5　記念式典でパレスチナの伝統舞踊を披露する
子どもたち

写真2　イベントに参加した親子 写真3　イベントに参加した親子

写真4　イベントに参加したガザ地区のお母さんと子どもたち
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パレスチナ難民と日本人の
お母さんたちの交流
　イベントの後半は、ガザと日本のお
母さんたちそれぞれ 5 名ずつをオン
ラインでつなぎ、母子手帳や子育てに
ついて意見交換する交流会でした。最
初の自己紹介では、何人のお子さんが
いるか、それぞれ何歳か、子どもの最
近のお気に入りの遊びは何か、などに
ついて紹介してもらい、似た年齢を持
つお母さんたち同士で親近感が増し、
とても和やかな雰囲気で始まりました。
　母子手帳をどのように活用している
かという質問に対し、ガザのお母さん
たちは、出産前また出産後の異なる段
階にかけて、母子の健康状態を記録・
管理しており、長期に渡った母子健康
管理という観点から重宝しているとの
紹介がありました。また、特に持病が
ありハイリスク出産とみなされたお母
さんたちにとっては、異なるクリニッ
ク・病院間での情報共有のためにも活
躍していました。日本のお母さんたち
からは、こうした健康管理のツールと
しての役割意外にも、自身が生まれた
時の母子手帳を紹介するお母さんもお
り、親から子へ受け継がれていくもの
としての役割にも触れました。また両
国ともに、母子手帳は家庭内のコミュ
ニケーションの一助となり、父親の育
児参加にも役立つ点で共感し合う様子
も伺えました。( 写真 6，7，8)
　また、日本人のお母さんの中には、
日本以外の母子手帳を持っていらっし
ゃる方もいて、その収載内容の違いな
どみな興味津々に聞いていました。
　さまざまな文化的、そうした状況に
対する母子手帳の役割についても紹介

がありました。日本人のお母さんが経
験した国では、「子どもは大きければ
大きい方がいい」という考えがあるこ
とから、このお母さんの子どもは細く
て不健康だと指摘されたことがあった
そうです。そこで、母子手帳内の成長
曲線グラフのページを見せ、子どもが
健康であるグラフの範囲内にあること
を見せ、納得してもらいました。グラ
フは、ガザのお母さんたちも活用して
おり、子どもたちが少し大きくなった
頃に、自分の成長を理解させるために
見せるお母さんの話がありました。ガ
ザのお母さんたちの多くは義母が一緒
に住んでいるか近所に住んでおり、子
育てを積極的に手伝ってもらっている
ようです。中にはアドバイスをもらい
大変助かっているという話があれば、
自分の子育てポリシーに反することを
子どもにされてしまい困っている、母
子手帳を読んでその理解を義母にも話
している、という方もいました。
　子育ては大変なこともたくさんあり
ますが、子どもを思う母親として、子
どもの笑顔を見たときや、一緒にいて
遊ぶときに幸せを感じ、子育てをして
よかったと思える瞬間であるという紹
介があり、どの国であっても、どんな
環境であっても、みな同じであるとい
うことが共有されました。
　最後に、お母さんたちに母子手帳が
今後改訂されるとしたらどんなことを
提案したいかとの質問が投げかけられ
たところ、「お父さんも参加できるよ
うなスペースを作ってほしい」という
提案があり、参加されたお母さんたち
はみな頷いていました。子どもが生ま
れる前から父親にも母子の健康に理解

を促すことは、将来的にも男性の育児
参加をより積極的に促すために役割を
果たすかもしれません。

すべての母子に母子手帳を

　2005 年から継続してパレスチナ母
子手帳を支援する萩原明子 JICA 国際
協力専門員は、「西岸とガザが分断さ
れる中、すべての母子に母子手帳を届
け よ う と、 保 健 庁、UNRWA、
UNICEF、JICA は奔走しました。当時
は関係者の往来や物資の搬送も困難な
状況でした。研修をオンラインで実施
し、母子手帳はワクチン冷蔵車に忍ば
せました。記念式典で母親の喜びの声
を聞き、15 年間厳しい封鎖下にあっ
たガザにも母子手帳が定着したことを
実感しました。支援を最も必要とする
母子に届けるため、国連機関、政府、
JICA が連携する意義があると確信し
ました。」とコメントしました。
　日本とガザ地区は 9,000km 以上離
れており、特にガザ地区の住民は自由
な出域ができないことから、普段なか
なか外の世界と触れあう機会がことは
できませんが、今回のイベントを通し
て、母子手帳、そして母親であること
を共通点に、お互いを身近に感じ、交
流を深められたことで大変有意義な会
となりました。また、日本が作成・発
展させてきた母子手帳が、大変過酷な
環境下で力強く生きるガザの女性たち
の健康管理、また子育ての一助として
役割を果たしていることが分かりまし
た。これまでの日本による支援を感謝
するとともに、今後も引き続き協力関
係を築いていけたらと考えています。

セミナー・イベント報告 ２
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写真6　オンライン会議の様子

写真8　オンライン会議の様子写真7　オンライン会議の様子

今回の記事はUNRWAより2023年７月に寄稿いただいたものです。
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NGO・団体紹介

　紛争、自然災害、貧困など、世界中に
は医療を十分に受けられない人々が多く
います。医療施設、医療従事者の不足や
教育不足、医療材料、器具の欠如は発展
途上国では当たり前のように見られる光
景です。特に、口腔外科など専門分野で
は、その状況がなかなか改善しないこと
が多いです。医療設備が整っていない中
で、過酷な状況にある患者さんのニーズ
に応えるべく最善を尽くして、私たちは
日々取り組んでいます。

ウィズアウトボーダーの誕生
　ウィズアウトボーダーは、長期にわた
り海外の医療困窮者に対して岩田雅裕個
人で無償手術を行ってきた活動をもっと
世の中に知ってもらいたい、ご支援を頂
きより活動範囲を広げ、組織としてもっ
と多くの医療困窮者を救うことができな
いかと 2015 年に創設された非営利型
支援団体です。ウィズアウトボーダーの

メンバーには専従はおらず、日々いろい
ろな分野で活躍されている方々に無償で
協力していただくことで活動は成り立っ
ています。多様な経験や知識を持つ方々
に参加していただくことで、互いの専門
性を生かした活動へとつながっています。

活動の経緯
　活動の始まりは、1997 年からの岩田
雅裕個人の草の根活動です。総合病院で
勤務していた当時、大学病院時代の同僚
中国人に誘われて中国・湖南省を訪れま
した。当時の中国はまだ発展途上。日本
と欧米の病院環境しか経験のない私には、
設備の老朽、器具・器材の不足は衝撃的
でした。そして年に１回、勤務休日を利
用しての無償手術、教育機関での医療者
養成の活動がスタートしました。さらに
1999 年、知人からの誘いでカンボジア
へ。シェムリアップにある小児病院を訪
問、口唇裂、口蓋裂児の執刀を頼まれた
ことがカンボジアでの活動のきっかけで
した。中国以上にさらに過酷な医療環境
は衝撃的でした。貧しいために病院にも
かかることが出来ない多くの子供たちを
みて心動かされ、私に何ができるのかと
考えカンボジアでの継続的な医療支援を
決意しました。カンボジアでの活動は
25 年目、カンボジアへの渡航はすでに

120 回を超えました。私は顎顔面口腔
外科専門医ですが、手術内容も徐々に拡
大、多くの顎顔面の手術支援を行ってい
る団体が口唇裂・口蓋裂に絞って活動し
ているのを見て、私は口唇裂、口蓋裂の
みならず、腫瘍、骨折など領域のすべて
の疾患を扱うようになってきました。そ
して活動の場も、カンボジアの多くの病
院や大学、さらに他国からと依頼範囲が
広くなりました。2013 年フリーランス
という道を選び、年に 10 回以上、一回
に１週間から 10 日ほど滞在し、無償で
手術や診療を行なっています。噂が噂を
呼び、活動国はカンボジアを中心に、中
国、スリランカ、フィリピン、ラオス、
ミャンマー、ブータン、ナイジェリア、
タイなどに拡大してきました。海外への
活動渡航回数は　249 回、海外での全
身麻酔手術は 3300 件以上になります。
渡航費、滞在費もすべて自腹。活動の中
で多くのことを教えられ、学ぶことがで
きました。「病気やケガで困っている人
を自分のもっている技術で救う」という
医療の原点を感じながら、途上国で待っ
ている患者さんたちがモチベーションと
なり続けてきました。多くの苦難も経験
してきました。活動を続ける中で多くの
人たちと出会い、一方多くの人々や団体
との軋轢、いろいろ考えさせられる毎日

その手は国境を超える
一般社団法人ウィズアウトボーダー

顎顔面口腔外科医

岩田　雅裕
岡山大学卒業。1997年総合病院口腔外科部長在職時より
発展途上国に渡り、医療困窮者に対して無償手術を開始。
以後勤務を続けながら活動をしていたが、2013年フリー
ランスに。現在、多くの日本の病院、診療所で収入を得、
多数の途上国で無償手術、大学教育に活躍している。

総合病院での手術風景

代表理事

岩田　宏美
歯科衛生士、一児の母。2015年一般社団法人ウィズア
ウトボーダーを設立。海外で子連れ医療支援を行い、日
本でも診療、講演などに従事している。

一般社団法人ウィズアウトボーダーの詳しい

活動はホームページでも公開しております。
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でした。内戦、コロナ禍で翻弄されなが
ら・・嬉しいこと２割、辛いこと８割。
個人から団体へと広がっていったものが
現在の私たちの活動であり、規模として
は他の国際団体ほど大きなものではあり
ません。現地の人たちがいつかは自立し
てもらいたいという思いから , できるだ
け現地の環境、人材、現地の物品で手術
を行うよう心がけています。また、われ
われ団体もできるだけ自立をと考え、現
在でも個人の資金に頼るところが大きい
現状です。しかしながら、活動対象の地
域は他団体も介入しておらず、本当に必
要とされる場所を選んでいます。小回り
の利く団体であるからこそ、現地のニー
ズを的確に捉え、現地の文化、風習にも
合わせた柔軟な支援ができると思ってお
ります。

カンボジアでの活動
　活動の中心となるカンボジアは、まだ
発展途中、医療制度、医療教育が内戦に
より崩壊した影響は今も大きく残ってい
ます。同国での活動は、シェムリアップ
とプノンペンです。国立・公立病院や
NGO 病院そしてポリクリニックで無償
手術を行ってきました。専門医がほとん
どいないため医師の育成にも力を入れ、
プノンペンの３つの大学で学部生に講義
や専門医を目指す医師に講義や手術実習

も行っています。やっと、口腔外科専門
医を志すカンボジア人が現れ、医療技術
移転の糸口が見えてきたところですが、
まだまだ難しいというのが実際です。カ
ンボジアでの手術件数は　2462 件、唇
裂口蓋裂手術 41％、腫瘍手術 32％、
顔面骨骨折 10％、顎関節手術４％です。
活動はカンボジアの発展とともに地方へ
と足場を移しつつあります。2018 年か
らよりニーズの高い地方での無償手術も
開始しました。クラチェの公立病院での
手術です。地方の病院環境はより劣悪で
す。われわれの活動としては初めて病院
環境整備にも乗り出しました。産婦人科
入院患者のために病棟内にトイレ、シャ
ワールームを、クラウドファンディング
で資金を集めて建設しました。他の活動
としては、小学校の検診活動や文具など
の寄付、さらに孤児院への物品の寄付な
どを行っています。

ラオスでの活動
　ラオスでの活動は 2013 年に始まり
ました。活動はビエンチャンの国立病院
での無償手術です。さらにカンボジア同
様に医師の育成にも力を入れ、国立大学
で学部生に講義や専門医を目指す医師に
講義や手術実習も行っています。ラオス
での手術件数は　121 件、顔面骨骨折
60％、腫瘍手術 40％です。他の活動と

しては、ビエンチャンの幼稚園・小学校
で、ブラッシング指導や口腔内検診を行
っています。

コロナ禍後、ウィズアウト
ボーダーのこれから
　COVID-19 の影響により、私たちも
３年間活動を中止せざるを得ませんでし
た。その間、活動で使う予定だった医療
資材を大阪府下の総合病院や市町村に寄
付を行いました。2023 年活動も徐々に
再開しました。カンボジア、ラオスでは
始まったものの、国によっては政情不安、
経済危機で再開のめどは立っておりませ
ん。また、円安による活動費の増加や支
援先のカウンターパートの変更など、様
々な活動に対する障壁に苦しんでいます。
ただ、カンボジアやラオスの活動も本格
化、他の国も徐々に再開していくでしょ
うし、今後新たな活動場所も模索してい
く予定です。
　「そこに患者がいるからそこに行く」。
単純にただ誰かのために。今後も継続す
ることを第一に活動を続けていきます。

病院でのトイレ・シャワールーム贈呈式

総合病院での手術風景

孤児院の子供たちと
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国際保健を学べる大学・大学院 1

グローバルヘルスの新たなフィールド
『高齢化』に挑戦する順天堂大学・大学院

大学に奉職して感じたこと
　学生「将来、世界を舞台にグローバル
ヘルスの専門家として仕事をしたいので
すが、何を学んだら良いのでしょうか。」
私「君は何に最も関心があるのですか？」
学生「まだ自分の専門性が分かりません。」
私「それでは、君が世界の第一線で活躍
するであろう 20 年後、世界は君に何を
求めているだろうか？それに応える専門
領域を考えてみてはどうだろう。」
　学生相談の折に、私はしばしば上記の
質問を投げかけます。もちろん、自分が
興味のある専門分野を選択すべきことは
言うまでもありません。しかし、同時に
未来の世界が何を若人らに期待するよう
になるのかという点も考えておくべきで
あると思います。20 年後の世界におい
てグローバルヘルスの大きな問題とは何
なのでしょうか…
　私が最初に国際保健に足を踏み入れた
のが JICA 長期専門家としてフィリピン
のエイズ対策プロジェクトでした。保健
省に所属し、HIV 感染予防の国家政策

立案に携わりました。次は同じフィリピ
ンの母子保健プロジェクトでした。母と
子の健康支援のシステム強化が目的でし
た。その後も南米を中心に母子保健の専
門家として多くのプロジェクトに従事し
てきました。
　15 年前に私は現場の専門家から大学
の教員に転職し、若き学生にグローバル
ヘルスを教えるようになりました。私は
彼らに一体何を教え、何を伝えるべきな
のかを考える立場になったのです。同時
に私は前述のような学生相談を多く受け
るようにもなりました。そこで、学生が
40 ～ 50 歳代になり責任ある立場で社
会に貢献する頃、グローバルヘルスの世
界では何が大きな問題になっているのか
を考えてみました。将来の課題を学ぶこ
とが、今の学生には必要なのではないか
と思ったからです。その結果、そのひと
つは高齢化であると思いました。そして
私の専門性もこの 10 年をかけて感染症
・母子保健から高齢化対策へと舵を切る
ことにしました。

本学で何を学べるのか
　順天堂大学は今年で設立 185 年目に
なる日本最古の西洋医学の大学です。順
天堂と言えば医学部とスポーツ健康学部
とが有名ですが、現在 9 学部、5 大学院、
6 付属病院を擁する「健康総合大学・大
学院」です。国際保健・グローバルヘル
スは医学部、看護系 2 学部でも学ぶこ
とはできますが、本学がユニークである
のは「国際教養学部」に学部レベルでグ

ローバルヘルスを専門に学べる全国唯一
の「グローバルヘルスサービス領域」が
あることです。また「大学院医学研究科
グローバルヘルスリサーチ研究室」に所
属するグローバルヘルス専科には修士課
程（2 年間で公衆衛生修士 MPH が取得
可能）と博士課程（4 年間で博士（医学）
が取得可能）があります。大学院は社会
人へも大きく門戸を開放しており、遠隔
学習も充実しています。私学でありなが
ら国立大学と同等の学費で修学もできま
す。
　国際教養学部では、2 年間の基礎科目
には「健康と栄養・運動」や「生きてい
る仕組み」など生物学・医学の基本を学
ぶ科目が充実しています。3 年次になる
とグローバルヘルスサービス領域を専攻
すると、「開発途上国のグローバルヘル
ス」や「保健医療システム」「ヘルスプ
ロモーション」など専門科目を選択する
ことができます。私が担当する「グロー
バルヘルスゼミ」などのゼミナールにも
所属し、後期 2 年間は幅広く医学・公
衆衛生学を学習できます。
　大学院の修士課程では、主として日本
語を使用するグローバルヘルス学位プロ
グラム（春入学）があり、さらに 2024
年 10 月には全教科英語を使用するグロ
ーバルヘルス学位プログラム（秋入学）
が開講されます。グローバルヘルスでご
活躍の国内外の一流の教授陣から最新の
話題や対策を学ぶことができます。博士
課程も同様に、主として日本語を使用す
る春入学コースと全教科英語を使用する

順天堂大学教授/国際教養学部グローバルヘルスサービス領域・
大学院医学研究科グローバルヘルスリサーチ研究室

湯浅　資之
北海道大学医学部卒、JICAフィリピンエイズ対策・母子保健、東北ブラジ
ル健康なまちづくり、ボリビア母子保健ネットワーク強化プロジェクトの
チームリーダー

▲研究室の研究教育拠点がある静岡県伊豆の国市
はNHK大河ドラマ『鎌倉殿の13人』の舞台となっ
た富士山が望める風光明媚な土地
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▲大学院グローバルヘルスリサーチ研究室の教員と大学院生：先生も学生も多国籍

秋入学コースとがあります。この秋入学
コースは 2025 年 10 月からタイのマヒ
ドン大学と本学とで博士号を同時取得で
きるダブルディグリー制度を開始する予
定で準備を進めています。

グローバルサウスの
　　　　高齢化に挑戦する
　超高齢社会である日本は今後 40 年に
わたり世界一の高齢化率を誇る国であり
続けると予測されています。日本には高
齢化対策の成功例もあれば、それ以上の
失敗例も数多くあり、今後確実に高齢化
問題に直面するはずのグローバルサウス
の国々に役立つ知見が豊富にあります。

日本の大学や大学院で高齢化対策を学ぶ
という経験は、20 年後にグローバルヘ
ルスの世界が必要とする専門性を培うこ
とになるのだと思います。
　国際教養学部は設立 8 年目ですが、
既に米国 CDC やタイ公衆衛生省などに
就職し、グローバルヘルスの最前線で活
躍している人材も出て来ています。彼ら
に続き世界を目指そうとしている学生が
他にも大勢います。一方、大学院グロー
バルヘルスリサーチ研究室はまだ設立 4
年目の若い教室ですが、2023 年 10 月
現在世界 13 カ国から 72 名の学生が集
っています。その半数が外国籍で、将来
は母国の新興国・途上国で高齢化対策の

最前線で活躍しようと夢を描いている方
々です。
　私たちは、健康総合大学としての利点
を生かし学内の学際チームによって、静
岡県伊豆の国市で「持続可能な健康長寿
のまちづくり」を展開しています。学部
生や大学院生はこの現場で体験し調査研
究することができます。また、私たちが
行っているアジアやラテンアメリカ諸国
との国際共同研究に参加することで、実
践に結び付く科学的思考と方法を学ぶこ
ともできるのです。20 年後の将来、世
界の高齢化に挑戦しようとする学生にふ
さわしい学びの環境を整えています。

ホームページリンク　順天堂大学大学院医学研究科グローバルヘルスリサーチ研究室(JUGHR)

１．　https://ghr.juntendo.ac.jp/　　　　２．　https://www.juntendo.ac.jp/branding/report/153/

▲グローバルヘルスリサーチ研究室はタイ王国公衆衛生省と定期的な会議を行っています ▲高齢者のフレイル予防評価を行う大学院生
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世界の実務家と共に学ぶ
　琉球大学大学院保健学研究科は 2015
年 に Okinawa Global Health Sciences 
Course を開設しました。アジア・太平
洋州・アフリカから広く大学院生を受け
入れ、すでに 12 人の卒業生を輩出して
います。卒業生の多くは各国の行政官や
研究者となって活躍しています。保健学
研究科に入学した日本人学生は、これら
の留学生と交流をしながら共に学んでい
ます。また 2021 年に JICA 開発大学院
連携プログラムに沖縄で初めて登録され
ました。JICA 開発大学院連携プログラ
ムでは日本の開発の歴史を JICA 開発大
学院で学び、受け入れ大学では各地域や
各分野の開発の歴史を学びます。当研究
科では、沖縄の公衆衛生の歴史と日本の

ODA（政府開発援助）の経験を学べる
カリキュラムになっています。琉球大学
と JICA 沖縄センターは 2017 年に連携
覚書を締結し、JICA 開発大学院連携プ
ログラムの他、共同で短期研修を年間 8
本以上運営しています。これは母子保健、
感染症対策、生活習慣病対策、公衆衛生
計画等の課題が設定されており、日本人
を含む大学院生は希望に応じて参加が可
能になっています。全てのスケジュール
に参加し発表まで行うと JICA より終了
証が授与されます。このコースでは沖縄
のそれぞれの課題の経験が紹介され、そ
れをもとに世界の実務家の間で議論が展
開され、まさにグローカル（グローバル
＋ローカル）に学ぶことができる内容で
す。当初多くの学生は国際地域保健学分
野に所属してこのプログラムに参加して

いましたが、保健学研究科にある他の様
々な分野に所属して研究を実施しプログ
ラムに参加する留学生の受け入れが始ま
っています。

低中所得国のフィールドで
の研究と実践を学ぶ
　フィリピン大学公衆衛生学部、インド
ネシア国マタラム大学医学部、アイルラ
ンガ大学医学部、チェンマイ大学看護学
部、米国グアム大学保健学部と、教育研
究協定を結び、共同研究や学生交流を活
発に行っています。またラオス国の保健
セクターとは 1990 年代からの協力関
係を継続しており、近年ではラオス保健
省熱帯公衆衛生研究所との共同研究を活
発に進めています。
　国際地域保健学教室では、特にフィリ
ピン、インドネシア、ラオス、太平洋島
嶼国での研究成果を得ています。教室に
所属する多くの大学院生は、研究・教育
協定のもと、これらの国で現地研究者の
協力のもと実際にフィールド調査を行い、
研究論文を作成しています。現在開発事
業だけでなく、海外での研究実施は当事
国のオーナーシップを尊重することが求
められていると思います。教室では、現
地の研究機関との協定のもと研究も必ず
双方の合意形成のもと実施します。また、
双方の倫理委員会の許可を得ることは当
然のこと、研究結果も単に修士・博士論
文を作成することだけでなく、研究結果
の現地への還元と国際学術誌での公開に
努めています。修士課程の場合、これら

国際保健を学べる大学・大学院2

国際保健を学べる大学・大学院

写真１　コロナのなか無事に研究をやりとげて卒業したベナンからの留学生クレドさん

琉球大学・大学院保健学研究科／医学部保健学科　研究科長

小林　潤
難民支援・母子保健等の草の根活動から学校保健を
中心に政策策定・実施の支援の為のシンクタンクを
運営し、実践と研究を両輪に活動を展開している。
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１．　  琉球大学大学院保健学研究科／医学部保健学科　
　　　https://www.ryudai-igakubu-hokengakka.com/
２．　同国際地域保健学教室　　　　https://okinawaghealth.com/
３．　国際学校保健コンソーシアム　https://schoolhealth.asia/

ホームページリンク

のアレンジを全て自分で行うことはかな
り難しいと考えており、教室の実施して
いるプロジェクトの中で現地協力機関の
支援を受けて実施できる体制を整えてい
ます。特に協定校の教授レベルの支援だ
けでなく、実際にフィールドにともに出
かけて指導できるスタッフの協力を得て
います。本研究科卒業生でフィリピン大
学公衆衛生学部准教授に就任したクリス
タル・エストラーダ博士、ラオス国立大
学教育学部講師のケッサナ・カンヤサン
博士等は、保健学研究科の後輩の研究も
積極的にサポートしてくれています。

島嶼保健を学ぶ
　保健学研究科はアジア・太平洋地域の
アイランドへルス教育研究拠点になるこ
とを目指して現在事業を展開しています。
沖縄を含むアジア・太平洋地域の島嶼は
美しい自然と独特の文化による豊富な観
光資源をもち急速に開発がすすんできま
した。一方、格差は拡大し、貧困による
健康への影響は大きなものがあります。
十代の妊娠や青少年の非行・メンタルヘ
ルスの問題は島嶼地域の共通した課題で
す。またこの影には太平洋各地にある軍
事基地の影響も見逃せません。また大陸
文化の侵略も、健康的な食文化を脅かし
続けています。肥満の課題で典型例とし
て用いられるのも太平洋島嶼国です。さ
らに地球温暖化による影響として、海面
上昇は直接島嶼住民の生活に危機感を生
じさせメンタルヘルスにも影響している
と言えます。沖縄はリソースが限られる
なかで熱帯病の根絶、離島保健医療の整
備のように素晴らしい成果があります。
一方、上述のように現在進行形のアジア
・太平洋の島嶼地域との共通な課題を抱
えています。これらの経験と課題を日本
でリアルに学べるのも沖縄の特徴と言え
るでしょう。

写真２　国際保健は現地の生活を知ることから：
　　　　ラオス草の根プロジェクトでの僻地農村
　　　　での保健学科学生の宿泊体験

写真３　コロナ収束後再開されたJICA青年研修：　
　　　　太平洋島嶼国から沖縄に学校保健での栄養対
　　　　策を学びに来た７人

写真４　「何回でも村に通い見て聞いて感じる」これを科学的に分析し世界と対比させて論文にする

（注）この記事は2025年3月12日にアップデートされました。
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留学生日記

一番近い外国　韓国より
大阪大学大学院医学系研究科 社会医学講座 公衆衛生学
Department of Public Health, Yonsei University Graduate School

金子　文恵
2010年広島大学工学部卒業、製薬企業勤務を経て2021年3月大阪大学大学院医学系
研究科修士課程修了、現在同博士課程。2022年3月より韓国延世大学校留学中。

延世大のシンボル、アンダーウッドホール

　みなさんこんにちは。大阪大学大学院
医学系研究科 / 延世大学校の金子文恵と
申します。縁と運に恵まれ、現在、韓国
ソウルでの学生生活を満喫中です。留学
生日記ということで、これまでについて、
簡単に振り返ってみたいと思います。

　延世大学校は、1885 年に朝鮮王朝初
の西洋医学の教育・実践機関として設立
された廣惠院を基礎とするセブランス医
科大学と、延禧大学校が統合されてでき
た総合大学です。大韓民国ソウル特別市
の新村にキャンパスがあり、大学病院で
あるセブランス病院や歯科大学病院が併
設されています。
　私は、大阪大学のキャンパスアジア・

ダブルディグリープログラムを活用し、
2022 年 3 月に延世大学校に入学しまし
た。当プログラムでは、2 つの協定校で
正規の博士課程学生として履修と研究を
行い、両方の大学にそれぞれ学位論文を
提出、審査を経てそれぞれの大学から学
位が授与されます。2 つの大学で学位を
取得することに価値はあるのか？とよく
質問を受けますが、博士課程の学生とし
て、2 つの異なる研究環境でトレーニン
グを受ける中で得る経験と洞察には、価
値があると考えています。

　私は、博士課程中の学習機会を最大化
できる、手の届く範囲で一番面白そうな
選択肢として留学を選びました。学位取
得後に何をするか、どんな可能性がある
のかを模索する中で、大阪大学に在籍し
ながら日本以外の研究環境を経験できる
ダブルディグリープログラムでの留学は、
良い機会だと感じました。実際には、留
学先の疫学グループの教員の先生方は全
員米国での研究経験があり、現在も国際
共同研究を多数実施されているので、示
唆に富んだお話を聞くことができます。
また、学生や研究員は韓国国内出身者が
ほとんどで、就職事情や就労環境につい
て情報交換することがあります。
　昨年 12 月には、留学先の指導教員の
先生に推薦していただき、心血管疫学の
国際教育研修にも参加しました。研修の
内容は割愛しますが、博士課程学生、ポ
スドク、教員など多様なキャリアの段階
の参加者と情報交換することができ、と

ても刺激的でした。特に、アジアと欧米
豪を移動して仕事をしてきた研究者たち
が、口を揃えて、東アジアから出て仕事
を探すことを勧めてくれたのが印象的で
した。
　また、留学中に追加で得られる経済的
支援も、動機のひとつでした。私は、企
業勤務を経て社会人学生として修士課程
に入学し、学内で働きながら博士課程に
進学しましたが、修士課程在籍中に、経
済的な不安によって精神的に消耗した時
期がありました。おかげさまで、今はほ
とんど心配なく研究に集中できています。
特に、大阪大学に正規学生としての学籍
があることで、卓越大学院プログラムや
次世代研究者プログラムの履修が継続で
き、さまざまな支援が得られているので
本当に助かっています。

　延世大学校の博士課程では、学位論文
とは別に、30 単位分の専門科目の履修
と総合試験合格が必須です。ちなみに我
々の課程は、3 月から 6 月、9 月から
12 月の２学期制で、１科目３単位、１
コマ３時間が基本です。一方的な講義形
式の授業は少なく、ほとんどの授業で１
学期に１回から３回、多いものでは毎回、
学生に発表の課題が与えられます。最初
の１年間は、各学期それぞれ１０回ほど
の発表をしましたが、レポートや小テス
ト、試験もあり、空き時間の３分の２は
授業の準備、残りで研究といった感じで
した。２年目からは、９割が研究です。
また、専門科目は、自身の専門である疫

はじめに

機会の最大化

学生生活
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学の関連分野の講義を中心に履修しまし
たが、一部、他学部の院生向けの講義を
履修することもできます。留学生を対象
とした韓国の近現代史の講義を受けたり、
ときどき神学部のチャペル礼拝に行った
りもしています。音楽学部の学生が演奏
するパイプオルガンやコーラスの音色に、
心が洗われます。

　日本も韓国も、現在は感染症流行前と
ほとんど変わらない手続きで出入国がで
きるようになりました。しかし、留学当
初は感染流行期だったため、なにかと大
変でした。少し振り返ってみようと思い
ます。
　2022 年 2 月中旬、新型コロナ感染症
オミクロン株の流行が拡大するなか、ソ
ウル仁川空港に到着しました。入国者に
は、位置情報を常時監視し、健康状態を
毎日入力するアプリの使用が義務付けら
れていました。また、入国翌日と 6 日

目の PCR 検査が必須で、入国日、所管
保健所 ( 韓国国内の住所と紐付け )、隔
離ホテル別に編成された 5 から 10 人ほ
どの入国者の集団ごとに、PCR 検査場
へのバスツアーが組まれました。現場が
混乱することもあったようで、何度もバ
スツアー出発時刻が変更となり、朝 10
時出発予定だったところが、結局夜 9
時出発、気温マイナス 10 度の簡易検査
所（テント）で結局２時間近くかかった
のは、仕方がないとはいえ大変でした。
　また、空港から隔離生活のどの場面に
おいても、英語が流暢な 20-30 代男性
の方が対応してくださったのがとても印
象的でしたが、いわゆる兵役期間に業務
に従事されている方々だったと後で知り、
国の違いを実感しました。
　その後晴れて隔離生活が明け、自由に
行動できるようになりましたが、「韓国
国内で有効なワクチン接種証明 QR コー
ドを持たない外国人」としての不便に直
面します。当時、カフェをふくむすべて

の飲食店の入り口でワクチン接種証明
QR コードの提示が必須だったのですが、
外国人登録が完了するまで、発行ができ
ません。大学の寮にはキッチンがなく、
自炊も外食もできず、海外発行のクレジ
ットカードではオンラインでの買い物も
ほとんどできないので、コンビニのキム
パ ( 韓国海苔巻き ) を食べる日々がしば
らく続きました。韓国では、何もかもが
Web やアプリ上や進められますが、外
国人登録番号と銀行口座がないと何もで
きません。外国人登録が完了するまでの
約 2 ヶ月は、何もかもがスムーズにい
きませんでした。これらもまた、良い思
い出です。

　多様な人々の包含・協働の源泉は個人
内での多様性ではないかと思っています。
様々な人と出会い、経験を積み重ねる中
で、洞察と直感を育てて守備範囲を広げ
ていきたいです。

いま振り返る隔離生活

最後に

インドでの研修セミナー 1987年の6月民主化抗争のモニュメント（詳しくは映画「1987」をぜひご覧下さい）
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WHO職員日記

看護の役割の重要性と課題を加盟国と共有
し、解決に向けた基盤を構築

WHO西太平洋地域事務局Nursing Officer

安西　恵梨子
看護師、保健師。慶應義塾大学看護医療学部卒業、
Queensland University of Technology (Master of 
Nursing)修了。病院勤務で政策の重要性を実感し、日本
看護協会に就職。2022年6月よりWPROに出向。

日本看護協会から WHO 西
太平洋地域事務局への出向
　日本看護協会で看護師の業務や教育等
に関する政策提言等に携わった後、2022
年 6 月よりWHO 西太平洋地域事務局

（WPRO）Division of Health Systems 
and Services に出向し、Nursing officer
として勤務しています。日本看護協会から
国際機関への出向は例がありませんでし
たが、WPRO には長らく看護を担当する
ポストがなかったことから、日本看護協会
では出向者を派遣することで、この地域
の看護のさらなる発展に貢献していくこと
としました。

　赴任して最初に驚いたのはフィリピン・
マニラの貧富の格差でした。WPRO 周辺
ではタワーマンション前の路上に、衣食住
もままならず、衛生状態も懸念されるよう
な状況で多くの人々が暮らしています。こ
れまで訪れたどこの国とも異なる街の雰
囲気に驚きました。
　WHO で働き始めた当初、組織文化の
違いにも戸惑いました。例えば、日本で
は複数の職員で案件を担当し、新しい職
員は徐々に組織のルールや仕事の進め方
を理解・習得していましたが、WHO では
各職員が異なる専門領域を持ち、入職時
からその分野を自身で進めていくことが求
められ、出向者も同様です。看護担当は
1 人のため、着任後すぐに外部との会議
で発言を求められたり、講演を行ったり
と責任の重さに戸惑いました。また、ポス

トの継続が見通せなかったため、2 年間
でこの地域の看護の現状を分析し、改善
に向けた計画を立案・実施するというの
も難題でした。

　WHO では 2020 年に看護
1
、2021年

に助産
2
の世界的な状況について報告書

を公表するとともに、看護職がユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ（UHC）やその
他の保健に関する目標達成に最大限、貢
献できるよう、各国が取り組むべき優先
政 策をまとめた The Global Strategic 
Directions for Nursing and Midwifery 
2021-2025

3
を加盟国によって採択してい

ます。 Nursing Officer の役割は地域に
よって異なりますが、WPRO では UHC
達成や高齢化などの課題に最大限、看護
職が貢献できるよう、エビデンスに基づき、

看護・助産制度に関する活動を支援する
ことです。加盟国からのリクエストに基づ
き、看護師法の改正や看護に関する国家
戦略の立案等を国事務所とともに支援す
る直接支援と、地域全体の看護を強化す
る取組みに大別されます。

　着任後よりWHO の本部や他の地域事
務局の Nursing Officer、西太平洋地域
の加盟国の看護行政官や WHO 協力セン
ター、看護協会等、さまざまな関係者か
ら話を聞くとともに、文献やデータに目を
通し、現状分析を進めました。西太平洋
地域には 37の国と地域が属し、世界の
4 分の１以上を占める約 19 億人が暮らし
ています。国の大きさや経済状況、文化
的な背景も多様です。一方で平均寿命が

初めての国、新しい組織、
新しいポスト

WPRO の Nursing Officer
の役割

看護師の役割の重要性と課題
を明文化し、加盟国と共有

フィジーで開催されたPacific Head of Nursing and Midwiferyでkeynote speechを担当。最前列中央が筆者。
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延び、高齢化が進み、生活習慣病対策や
災害への備えが喫緊の課題である等の共
通点もあります。程度の差はありつつも、
各国が抱えている看護の課題も共通して
いました。人材確保、労働環境・処遇の
改善、質の向上（基礎教育・卒後教育）、
業務範囲の最大限の活用と適正化、課題
解決に向けたリーダーシップ強化等、これ
らは日本と同様、加盟国でも課題となっ
ていました。
　西太平洋地域では UHC の達成に向け、
健康危機や NCDs（非感染性疾患）、プラ
イマリ・ヘルス・ケア推進等の取組みが進
められています。しかし、医療専門職の
約 7 割

1
を占め、多くの現場で実際にそ

れらに対応する看護師については、地域
レベルの取組みは行われていませんでし
た。また、コロナ禍で看護師の量及び質
の確保が医療提供に不可欠であることが
改めて示されたにもかかわらず、看護の課
題解決は進むどころか悪化している状況
にありました。コロナ禍の負担の大きさか
ら離職したり、より良い労働環境を求めて
他国に移住する看護師が増加し、国を超
えた看護師争奪戦が激化しています。中
低所得国の中には、多数の看護師が退職
し、地域医療に影響が出始めているとこ
ろもあります。同時に、加盟国の看護行
政官からは、多くの保健医療課題の中で
看護に優先的に取組むという政府・保健
省内での合意形成が難しいという声も聞
きます。そこで、WHO として各国の看護
行政官が課題解決に取り組むことを後押
しするような取組みが必要だと考えました。

　着任当時、WPRO では保健医療人材
の強化に向けたフレームワークの作成に
着手したところでした。私もチームに加わり、
看護師の現状や課題等を盛り込んでいき
ました。一般的に、保健医療人材フレー
ムワークで特定の職種に焦点を当てるこ
とはないようですが、「看護師は UHC 達
成に重要な立役者」であると強調し、加
盟国において特に必要な看護の取組みも
記載しました。そのためには、多くの職種
の中で看護師のみを特記する必要性につ
いて理解を得る必要があり、難しい局面
にも遭遇しました。また、西太平洋地域
全体での取組みとして、加盟国が看護政
策の好事例や課題を共有し、解決策を議
論するプラットフォームを設置することも
提言しました。
　2023 年 10 月に開催された第 74 回
WHO 西太平洋地域委員会では、加盟国
によってRegional Framework to Shape 
a Health Workforce for the Future of 
the Western Pacific が採択され、看護
師の役割の重要性や課題、解決の必要性
を加盟国と共有することができました。会
議では、保健医療人材、特にその多くを
占める看護師がヘルスシステムにおいてと
ても重要な存在でありながら、現在、危

機的な状況にあり、本フレームワークを
歓迎する意見が多くの加盟国から出され
ました。加えて、2024 年 2 月には WHO
西太平洋地域・看護・助産フォーラムを開
催することとなりました。

　新たな環境・組織に戸惑い、力不足を
感じる場面が多かった 1年半でしたが、
多くの方々の支援をいただき、WPRO で

「保健医療人材」に括られていた「看護師」
を取り組むべき重要な 1つの分野だと明
示し、加盟国と方向性を共有し、今後の
取組みの基盤を構築することができまし
た。身近なところでは、当初、私のことを
保健医療人材担当者のサポート役と捉え
ていた医療経済学者の上司が、自身の言
葉で看護師の役割の重要性や課題を語っ
てくれるようになりました。また、様々な
場で講演をする機会をいただき、WHO
の方向性や看護の取組みへの理解が広が
り、各国で課題解決に取り組む際の拠り
所としての活用が広がることが期待されま
す。
　今後は、加盟国において看護行政官が
看護師やその活動を支援・発展させる仕
組みづくりに取り組む上で有用な情報交換
・議論の場となるよう、西太平洋地域・看
護・助産フォーラムの準備を進めます。さ
らに、その議論や成果をまとめることで、
WPRO での看護の取組みがさらに強化さ
れるよう、残りの任期を務めていきます。
　出向及び活動を支援してくださった皆様
にこの場を借りて深くお礼を申し上げます。

保健医療人材フレームワー
クで「看護師は UHC 達成
に重要な立役者」であると
強調

成果と今後に向けて

カナダで開催されたICN（Internatonal Council of 
Nurses） Congress のシンポジウムで西太平洋地域の
看護の現状と課題、解決に向けた取り組みを紹介。

WPROのプライマリ・ヘルス・ケア・ワークショップで
ソロモン諸島及びサモアの看護師と。

参考文献
1. WHO. (2020). State of the World’s 
Nursing 2020: Investing in education, 
jobs & leadership.
2. UNFPA, WHO& ICM. (2021). The 
State of the World’s Midwifery 2021.
3. WHO. (2021). The Global Strategic 
Directions for Nursing and Midwifery 
2021 - 2025.
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WHOニュース 8月

8
August

月

注）本サマリーは、WHO発信情報のインデックスとして役立てて頂くよう標題及び冒頭部分を仮訳しているも
のですので、詳細内容については、QRコードを利用して、日本WHO協会のホームページ経由で、ニュースリリー
ス、声明、メディア向けノートなどの原文にアクセスできます。

薬剤耐性による年間 50 万人の死薬剤耐性による年間 50 万人の死
亡、ワクチンで回避できる可能性亡、ワクチンで回避できる可能性

薬剤耐性（AMR）の脅威に対しては、
軽減に向けた取り組みで科学が追いつき
つつある。BMJ 誌に掲載された新しい
研究によると、既存のワクチンを効果的
に使用し、優先的な病原体に対処する新
しいワクチンを継続的に開発・適用する
ことで薬剤耐性株を減じ、2,800 万の
障害調整生存年（DALY）が回避される
ことが示された。

10 人中 7 人がたばこ規制措置10 人中 7 人がたばこ規制措置
で守られているで守られている
第 9 次 WHO 報告書は、WHO タバコ
規制枠組条約（FCTC）に基づいた最も
効果的な需要削減策を実施するための各
国の取り組みをまとめている。

健康とウエルビーイングのため健康とウエルビーイングのため
の良好な都市ガバナンス : 「都市の良好な都市ガバナンス : 「都市
におけるオペレーション ･ リサにおけるオペレーション ･ リサ
ーチの段階的アプローチ」ーチの段階的アプローチ」
集中的な都市の成長は不公平感や社会的
排除を増長し、それが社会的、環境的、
経済的、健康的リスクの増大と 関連す
ることが知られている。今回示された「段

階的アプローチと指標」は、都市化の影
響評価の確立と、都市の健康とウエルビ
ーイングのための OR として、都市ガバ
ナンスをより広い視野で理解し捉えるこ
とができる。

エルニーニョ : 公衆衛生状況分析エルニーニョ : 公衆衛生状況分析
この公衆衛生状況分析（PHSA : Public 
Health Situation Analysis）は、世界的
なエルニーニョによる、脆弱な人々が直
面する可能性のある健康への影響を明ら
かにするもの。WHO は、エルニーニョ
に関する国連全体の調整 ･ 監視メカニ
ズムの一翼を担い各国を支援している。

COVID-19 に関する常設勧告 : COVID-19 に関する常設勧告 : 
IHR（2005）に従い WHO 事務IHR（2005）に従い WHO 事務
局長が発行局長が発行
国際保健規則 IHR（2005）の規定に従い、
WHO 事務局長から常設勧告が発行され
た。COVID-19 に関する科学的原則と
エビデンスに基づくこの常設勧告は、国
際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態
への対応を支援するために必要かつ適切
なもので、各国に新型コロナウイルス感
染症に関する計画と政策を、必要に応じ
て改訂し、実施することを推奨。

スーダンの悲劇を終わらせるたスーダンの悲劇を終わらせるた
めの行動を求める機関間常設委めの行動を求める機関間常設委
員会 IASC の原則声明員会 IASC の原則声明

スーダンで活動する人道支援団体 ( 国連
人道問題調整事務所、WHO など 20 機
関 ) の世界的リーダーたちは スーダン
の住民、紛争当事者、そして国際社会に
対しメッセージを発表。

エボラウイルス病とマールブルエボラウイルス病とマールブル
グ出血熱の感染予防と管理ガイグ出血熱の感染予防と管理ガイ
ドラインドライン
WHO のエボラウイルス病とマールブル
グ出血熱の感染予防と管理ガイドライン
は、11 の新しい勧告と 10 の新しいグ
ッドプラクティスステートメントが記載
されている。

鉛への暴露 : 公衆衛生上の重大鉛への暴露 : 公衆衛生上の重大
な懸念（第 3 版）な懸念（第 3 版）
この文書は、鉛中毒への介入と意思決定
者向けの具体的な行動に関する最新情報
とガイダンスを提供。

オミクロン株の新たな派生型 オミクロン株の新たな派生型 
EG.5（通称エリス）を「注目すEG.5（通称エリス）を「注目す
べき変異株（VOI）」に指定べき変異株（VOI）」に指定
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きながら母乳育児を続けられる社会へ」
を推進。

WPRO : 未到の人々に到達するWPRO : 未到の人々に到達する
ための地域的枠組み（2022 ～ための地域的枠組み（2022 ～
2030）2030）
手の届かない人々に手を差し伸べる手の届かない人々に手を差し伸べる

（Reaching the unreached）ことは、世（Reaching the unreached）ことは、世
界的および地域的な保健政策の優先事項界的および地域的な保健政策の優先事項
です。加盟国はビジョン「将来のためにです。加盟国はビジョン「将来のために

（For the Future）: 最も健康で安全な地（For the Future）: 最も健康で安全な地
域に向けて」を承認しました。域に向けて」を承認しました。

アフガニスタンの人道的保健緊アフガニスタンの人道的保健緊
急事態に警告急事態に警告
WHO は、アフガニスタンにおける保健WHO は、アフガニスタンにおける保健
医療サービス提供への投資拡大を求める医療サービス提供への投資拡大を求める
新しいアラートを発表。新しいアラートを発表。

ポリオ : 国際的に懸念される公ポリオ : 国際的に懸念される公
衆衛生上の緊急事態（PHEIC）衆衛生上の緊急事態（PHEIC）
を継続を継続
国際保健規則 IHR（2005）に基づく緊
急委員会は全会一致で、ポリオウイルス
の国際感染拡大のリスクは依然として国
際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態

（PHEIC）であることに同意し、暫定勧
告をさらに 3 カ月間延長するよう勧告。

8月のWHOファクトシート改訂項目
以下のファクトシートが改訂されています。詳しくは当協会のファクトシートのサイトをご覧ください。　
https://japan-who.or.jp/factsheets/

・ギラン・バレー症候群　・A型肝炎　・D型肝炎　・E型肝炎　・HIVとエイズ　・B型肝炎　・乳がん　・大腸がん
・多耐性淋菌感染症　・ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）　・HTLV-1ウイルス　・多嚢胞性卵巣症候群
・関節リウマチ　・予防接種率　・C型肝炎　・性感染症

WHO は現段階では公衆衛生上の脅威が
より大きいとはみなしておらず、EG.5 
と重症化率上昇の間に、直接の因果関係
を証明する要素はないとしている。

伝統医療グローバル ･ サミット 伝統医療グローバル ･ サミット 
20232023
初の「伝統医療グローバル ･ サミット」
2023 が開催され、伝統的、補完的、統
合的医療の有効性、安全性、質について、
より良いエビデンスを得ることが極めて
重要であること再確認。

デジタルヘルスに関する新たなデジタルヘルスに関する新たな
グローバル ･ イニシアティブグローバル ･ イニシアティブ
WHO と G20 は、G20 サミット保健大
臣会合において、デジタルヘルスに関す
る新たなグローバル ･ イニシアティブ

（GIDH）を発表、測定可能な成果を達成
することを目指している。

エビデンスに基づく意思決定ツーエビデンスに基づく意思決定ツー
ル、WHO オンラインリポジトリル、WHO オンラインリポジトリ
研究エビデンスの創出と活用のための厳
格で体系的かつ透明性の高い手法を適用
することを支援することを目的として、
政策 ･ 行動サイクルに焦点を当て、エ
ビデンスに基づいた意思決定ツールであ
る WHO オンラインリポジトリを開始。

WHO 世界の水 ･ トイレ ･ 衛生WHO 世界の水 ･ トイレ ･ 衛生
設備（WASH）、2022 年度年次設備（WASH）、2022 年度年次
報告書報告書

本報告書は、水 ･ トイレ ･ 衛生設備
（WASH）に関する世界的な活動をまと
めたもの。

COVID-19 パンデミック後の予COVID-19 パンデミック後の予
防接種率の追い上げ : 公平な回防接種率の追い上げ : 公平な回
復を達成するための進展と課題復を達成するための進展と課題
WHO とユニセフは共同で、加盟 195 
カ国の世界予防接種率推計（WUENIC）
を発表。

Covid-19 関連、3 件のライセンCovid-19 関連、3 件のライセン
ス契約発表 : 技術アクセス ･ プス契約発表 : 技術アクセス ･ プ
ール（C-TAP）ール（C-TAP）
C-TAP（医薬品 ･ ワクチンのみならず、
COVID-19 に関わる様々な知的財産権を
プールし、技術を共有し、世界全体で公
正なアクセスを保障するために作られた
WHO のイニシアチブ）は、医薬品特許
プール（MPP）を通じ、新たに獲得し
た 3 件のライセンス契約を発表。

母乳育児、ユニセフ、WHO 共母乳育児、ユニセフ、WHO 共
同声明同声明
ユニセフとWHOは共同声明を発表。「働
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WHOニュース 9月

9
September

月

注）本サマリーは、WHO発信情報のインデックスとして役立てて頂くよう標題及び冒頭部分を仮訳しているも
のですので、詳細内容については、QRコードを利用して、日本WHO協会のホームページ経由で、ニュースリリー
ス、声明、メディア向けノートなどの原文にアクセスできます。

結核の感染予防対策運用ハンド結核の感染予防対策運用ハンド
ブックブック

WHO は、結核（TB）感染の予防と制
御に関する運用ハンドブックを発表。

大気汚染と健康に関する医療従大気汚染と健康に関する医療従
事者向けトレーニングコース事者向けトレーニングコース
大気汚染は世界的な健康問題で、虚血性
心疾患、脳卒中、慢性閉塞性肺疾患、肺
がん、肺炎などの急性呼吸器感染症によ
る早期死亡の原因。

国連「ニュー ･ スペシャル」誌国連「ニュー ･ スペシャル」誌
が Health4Life Fund を特集が Health4Life Fund を特集
ヘルス 4 ライフ基金は、早期の生命損失、
過度の苦痛、有害な社会経済的影響を削
減するため WHO、UNDP、ユニセフな
どによって 2021 年に設立。保健関連
の SDGs 目標を達成するのを支援・促進。

OpenWHO の新コースOpenWHO の新コース
WHO 無料学習プラットフォームは 71 
の言語にまたがる 230 のコースとリソ
ースを提供し、新たに９コースを追加。
現在、日本語でアクセスできるコースは
コロナ関係の 3 種。

WHO、自殺の予防と非犯罪化WHO、自殺の予防と非犯罪化
に関する最新リソースを発表に関する最新リソースを発表

WHO、自殺予防の取り組みを強化する
ため 2 つの資料を発表。

UHC グローバル監視報告書 2023UHC グローバル監視報告書 2023
WHO と世界銀行は共同でレポートを発
表。UHC に優先順位を付けて投資する
緊急の必要性を強調。

眼の健康と仕事の世界（報告書）眼の健康と仕事の世界（報告書）
: ILO / IAPB: ILO / IAPB
ILO と国際失明予防協会が作成した新し
い報告書では、労働者の目の健康、ウエ
ルビーイングを守るために、世界で連携
する必要性を強調。

患者安全の権利に関する新憲章患者安全の権利に関する新憲章
WHO が主催した患者安全と患者参加に
関する世界会議は、幅広い利害関係者の
合意を得て、史上初の患者安全権利憲章
を採択。

発達障害児の健康ニーズ発達障害児の健康ニーズ
WHO とユニセフが発表した新たな報告
書では、子どもや若者の発達障害のグロ
ーバルな蔓延を浮き彫りにし、社会レベ
ルでの変化を加速させるための行動を呼
びかけ。

WHO、高血圧の壊滅的影響とWHO、高血圧の壊滅的影響と
その対策、初の報告書その対策、初の報告書

高血圧が世界に及ぼす壊滅的な影響に関
する報告書を発表。

NCDs とメンタルヘルス状態のNCDs とメンタルヘルス状態の
予防と管理を強化するための多予防と管理を強化するための多
部門行動に関するグローバル ･ 部門行動に関するグローバル ･ 
マッピング報告書マッピング報告書
NCDs やメンタルヘルスに取り組むための
多方面にわたる活動を実施している様々
な国、地域、地域の経験を記述しマップ化。

WHO : パンデミックやエピデミWHO : パンデミックやエピデミ
ックの可能性のある病原体に関ックの可能性のある病原体に関
する国家ゲノムサーベイランスする国家ゲノムサーベイランス
戦略の策定を支援するガイド戦略の策定を支援するガイド
本ガイドでは、国家戦略を策定するため
の重要な検討事項とアプローチを概説。

電気 ･ 電子廃棄物と子どもの健電気 ･ 電子廃棄物と子どもの健
康 – 第 2 版 –康 – 第 2 版 –
e-waste に含まれる化学物質への急性お
よび慢性的な曝露に関連する可能性のあ
る疾病と介入について解説。

人間を対象とする健康関連研究人間を対象とする健康関連研究
の倫理監視をベンチマークの倫理監視をベンチマーク
「人間を対象とする健康関連研究の倫理
監督をベンチマークするための WHO
ツール」を発表。
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9月のWHOファクトシート改訂項目
以下のファクトシートが改訂されています。詳しくは当協会のファクトシートのサイトをご覧ください。　
https://japan-who.or.jp/factsheets/

・破傷風　・自殺　・オピオイドの過剰摂取　・医療施設の電気　・家族計画・避妊方法　・患者の安全　
・毒蛇咬傷　・飲料水　・塩分の削減　・非感染性疾患　・狂犬病　・ボツリヌス症

芸術の健康効果に関する画期的芸術の健康効果に関する画期的
な研究シリーズな研究シリーズ

WHO と Jameel Arts & Health Lab は
「芸術の健康効果に関するランセット ･ 
グローバル ･ シリーズ」を発表。

安全でない水 ･ トイレ ･ 衛生設安全でない水 ･ トイレ ･ 衛生設
備 : 持続的な健康負担備 : 持続的な健康負担
WHO Bulletin（Sept.2023）では、安
全に管理された水 ･ トイレ ･ 衛生設備

（WASH）へのアクセスを改善は、的を
絞った投資、ガバナンスの強化、データ
の最適化、飲料水と衛生基準の遵守を通
じて、迅速な進展の可能性を強調。

世界の男性の 3 人に 1 人が性器世界の男性の 3 人に 1 人が性器
ヒトパピローマウイルスに感染ヒトパピローマウイルスに感染
The Lancet Global Health 誌は、15 歳
以上の男性のほぼ 3 人に 1 人が、少な
くとも 1 種類の性器ヒトパピローマウ
イルス（HPV）に感染しているという
新しい研究を発表。 

国連総会で世界の公衆衛生にか国連総会で世界の公衆衛生にか
つてない焦点つてない焦点
第 78 回 国連総会に出席する指導者た
ちに対し、「Health for All」を最高の政
策に据え、COVID-19 パンデミックか
ら学んだ教訓を生かすよう呼びかけ。 

国連ハイレベル会合 : パンデミック国連ハイレベル会合 : パンデミック

への備えと対応に関する政治宣言への備えと対応に関する政治宣言
を承認を承認

パンデミックへの備えと対応に関する、
国連加盟国による政治宣言を承認。

WHO、WIPO、WTO、 グ ロ ーWHO、WIPO、WTO、 グ ロ ー
バルヘルスの課題に対する統合バルヘルスの課題に対する統合
的解決策の支援に向けたコミッ的解決策の支援に向けたコミッ
トメントを更新トメントを更新
WHO、WIPO、WTO の事務局長は、将
来のパンデミックによりよく備えるために、
TRIPS（知的所有権の貿易関連の側面に関
する協定）の柔軟性をより効果的かつ持続
的に活用するための支援を強化 ･ 拡大する
ことに協力の焦点を移すことに合意。

赤十字と WHO : 自然災害や紛赤十字と WHO : 自然災害や紛
争による死体に健康リスクはな争による死体に健康リスクはな
いと発表いと発表
「エボラ出血熱やマールブルグ病、コレラ
などの感染症で死亡した場合や、これらの
感染症の流行地域で災害が発生した場合」
を除き、自然災害や武力紛争で負傷して死
亡した人々の遺体が、地域社会に健康上の
危険をもたらすことはほとんどない。

UHC の新たな政治宣言を採択UHC の新たな政治宣言を採択
（国連ハイレベル会合）（国連ハイレベル会合）

「ユニバーサル ･ ヘルス ･ カバレッジ 
(UHC) : ポスト COVID 世界における健
康とウエルビーイングのための野心の拡
大」に関する新たな政治宣言を承認。

結核撲滅のための政治宣言を採結核撲滅のための政治宣言を採
択（国連ハイレベル会合）択（国連ハイレベル会合）

結核の蔓延終結に向けた世界的な取り組
みを前進させるため、今後 5 年間の野心
的な新目標を盛り込んだ政治宣言を承認。

世界でコレラが急増世界でコレラが急増
2022 年に WHO に報告されたコレラ患
者数は、2021 年の 2 倍以上。2023 年
の現在のデータでは、この世界的な急増
が続いていることを示唆。

WHO 小児がんイニシアティブ : WHO 小児がんイニシアティブ : 
5 年間のレビュー5 年間のレビュー
このレビューでは、先駆的な国々が行っ
たコミットメントと行動を高く評価し、
小児がんのモニタリングと必要不可欠な
小児がん治療薬へのアクセスを強化する
セント ･ ジュードとのパートナーシップ
による補完的なプログラムの開始を強調。

新しい WHO 事前認証電子シス新しい WHO 事前認証電子シス
テム（ePQS）ポータル : 2024テム（ePQS）ポータル : 2024
年 1 月までに開始予定年 1 月までに開始予定
医薬品、診断薬、ベクター制御製品、ワ
クチン、予防接種装置、品質管理研究所
および検査に関する事前認証情報を処理
するためのプラットフォームが PQ ユー
ザー向けに開発され、2024 年 1 月 1
日までに ePQ システムポータルが公開
される予定。
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WHOニュース 10月

10
October

月

注）本サマリーは、WHO発信情報のインデックスとして役立てて頂くよう標題及び冒頭部分を仮訳しているも
のですので、詳細内容については、QRコードを利用して、日本WHO協会のホームページ経由で、ニュースリリー
ス、声明、メディア向けノートなどの原文にアクセスできます。

アルマ ･ アタ宣言 45 周年、アアルマ ･ アタ宣言 45 周年、ア
スタナ宣言 5 周年スタナ宣言 5 周年

プライマリ ･ ヘルス ･ ケア（PHC）に関
する宣言を記念し、「PHC の政策と実践 : 
より良い結果のために」国際会議を開催。

WHO 規制 ･ 事前認証部（RPQ）WHO 規制 ･ 事前認証部（RPQ）
の活動評価の活動評価
WHO の RPQ は「医薬品のライフサイ
クル全般にわたる規制に関する様々な利
害関係者間の協力を促進する」部署で、
2018 年から 5 年間の RPQ 活動を評価。

「WHOeyes」で視力チェック「WHOeyes」で視力チェック
WHOeyes は、無料のスマホアプリで、
視力障害の早期発見・早期治療に役立つ。

マラリア予防に R21 / マトリッマラリア予防に R21 / マトリッ
クス M ワクチンを推奨クス M ワクチンを推奨
WHO の予防接種に関する戦略的諮問委
員会およびマラリア政策諮問委員会は、
小児のマラリア予防には R21 / マトリ
ックス M ワクチンを推奨。

自発的な男性陰茎包皮切除手術自発的な男性陰茎包皮切除手術
（VMMC: 割礼）は高い HIV 感（VMMC: 割礼）は高い HIV 感
染予防効果染予防効果
UNAIDS の年次報告書「エイズを終わら
せる道」で、VMMC はシンプルで安全
な処置で、異性愛者の男性における 

HIV 感染のリスクを最大 60% 軽減する
とした。

メンタルヘルスケアを改善するメンタルヘルスケアを改善する
ための新ガイダンスための新ガイダンス
WHO と国連人権高等弁務官事務所は、
メンタルヘルスケアにおける虐待をなく
し人権を促進するため、「メンタルヘルス、
人権、立法 : ガイダンスと実践」ガイダ
ンスを発表。

難民 ･ 移民のメンタルヘルスケア難民 ･ 移民のメンタルヘルスケア
を改善するための重要な 5 テーマを改善するための重要な 5 テーマ
WHO は「健康と移民に関する世界的エ
ビデンスレビュー（GEHM-5）」 報告書
で「難民 ･ 移民のメンタルヘルス : リス
ク要因と保護要因、ケアへのアクセス」
など 5 つのテーマ改善について概説。

出産による死亡の主要原因に取出産による死亡の主要原因に取
り組むグローバルプラン（ローり組むグローバルプラン（ロー
ドマップ）ドマップ）
WHO は、妊産婦死亡の世界最大の原因
となっている産後出血に取り組むため、
初のロードマップを発表。

10 人に 1 人が早産10 人に 1 人が早産
WHO は「早産児は、生命を脅かす健康
合併症に対して特に脆弱であり、特別な
ケアと注意が必要で、妊産婦とその家族
を支援するサービスに対する真剣な投資

と、質の高いヘルスケアを提供すること
の緊急の必要性」を強調。

青少年の健康とウエルビーイング青少年の健康とウエルビーイング
WHO は、「青少年の健康のための世界
的加速行動（AA-HA!）ガイダンス」 第 
2 版 を発表。

パンデミックに対応した疫学人パンデミックに対応した疫学人
材強化材強化
訓練を受けた保健人材を確保することは、
将来のパンデミックに迅速に対応するた
めの基盤。特に人材を「供給」するプロ
グラムとしての FETP と、その人材を対
応の中核となるよう「要求」するパンデ
ミック計画イニシアチブの異なったイン
プットと視点が必要。

大気汚染と健康に関する医療従大気汚染と健康に関する医療従
事者の能力構築ワークショップ事者の能力構築ワークショップ
「WHO 大気汚染と健康に関するトレー
ニングツールキット（APHT）」の評価
を目的して WS を開催。

生後 6 ～ 23 ヶ月の乳幼児の補生後 6 ～ 23 ヶ月の乳幼児の補
完食完食
WHO ガイドラインは、生後 6 ～ 23 ヶ
月の乳幼児への補完食について、母乳児
と非母乳児の両方のニーズを考慮して世
界的な規範となるエビデンスに基づいた
勧告を提供。
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10月のWHOファクトシート改訂項目
以下のファクトシートが改訂されています。詳しくは当協会のファクトシートのサイトをご覧ください。　
https://japan-who.or.jp/factsheets/

・不安症　・マイコトキシン　・インフルエンザ（鳥その他人獣共通）　・インフルエンザ（季節性）　・衛生設備
・ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）　・若者の暴力　・気候変動　・熱傷（やけど）　・トリコモナス症　
・電子機器廃棄物（e-waste）　・白リン　・高齢者のメンタルヘルス　・ワンヘルス　・ポリオ

マラリアに関する WHO ガイドマラリアに関する WHO ガイド
ラインライン

薬剤の屋内残留噴霧使用と、コミュニテ
ィレベルでの局所的な忌避剤の使用に対
する条件付きの勧告に関する改訂情報が
含まれる。

健康のための人工知能の規制に健康のための人工知能の規制に
関する検討事項関する検討事項
健康のための人工知能（AI）に関する出
版物を発表。AI システムの安全性と有
効性や適切なシステムの迅速な提供、関
係者間の対話促進の重要性を強調し、規
制のための 6 分野（透明性、文書化、
リスク管理、システムの厳格な評価など）
を概説。

必須診断薬の新リスト – E 型肝炎必須診断薬の新リスト – E 型肝炎
ウイルス検査や個人用血糖測定器ウイルス検査や個人用血糖測定器
2023 年版必須診断薬リスト（EDL）を
発表。E 型肝炎ウイルス（HEV）と個人
用グルコースモニタリング機器の項目が
含まれる。

呼吸器病原体疾患への備えをサ呼吸器病原体疾患への備えをサ
ポートする新しいインフォデミポートする新しいインフォデミ
ック管理ツールック管理ツール
「ソーシャルリスニングのための公衆衛
生的分類法」は、人々の会話を「原因、
疾病、介入、治療、情報」という 5 ト

ピックに分類・表示する。このツールは
WHO EARS（パンデミック中の人々の
懸念を理解するためのプラットフォー
ム）にも追加される。

健康な高齢化のためのエビデン健康な高齢化のためのエビデン
スと指標スと指標
以下のベースライン成果物に基づいた、
健康な高齢化戦略についての WHO コン
ソーシアム報告書。1）健康な高齢化の
モニタリングツール　2）高齢者の見え
る化　3）健康の不平等と健康的な高齢化。

人道的環境における Covid-19人道的環境における Covid-19
ワクチン接種ワクチン接種
将来のパンデミックにおいて、人道的緊
急事態の影響を受け支援を必要とする人
々の疾病の診断、予防・治療に使用でき
るワクチン、治療薬、診断薬など、公衆
衛生・医療対策（MCMs）への教訓や対
応策についての報告。

狂犬病経口ワクチン投与に関す狂犬病経口ワクチン投与に関す
る新たな推奨事項る新たな推奨事項
狂犬病を撲滅するには、犬の個体数の 
70% にワクチンを接種するだけで効果
があり、その有望な選択肢の 1 つとして、
経口狂犬病ワクチン接種（ORV）がある。

放置に終止符を：アフリカにお放置に終止符を：アフリカにお
ける顧みられない熱帯病対策、ける顧みられない熱帯病対策、

この 10 年間の教訓この 10 年間の教訓

2016 年に開始された顧みられない熱帯
病撲滅のための拡大特別プロジェクト

（ESPEN）は 5 つの NTDs に取り組むた
めの WHO の主力プロジェクトで、政
治的、技術的、財政的資源を動員する上
で極めて重要な役割を担っている。この
報告書は 10 年間の成果から学んだ教訓
をまとめたもの。

WHO と WADA、クリーンで薬WHO と WADA、クリーンで薬
物のないスポーツに協力する覚物のないスポーツに協力する覚
書に署名書に署名
世界反ドーピング防止機構と WHO は、
アンチ ･ ドーピングと公衆衛生が交差
する問題について協力し、情報を共有で
きるようにする 4 年間の覚書（MOU）
に署名。

顧みられない熱帯病に関する診顧みられない熱帯病に関する診
断薬の専門家審査パネルの新た断薬の専門家審査パネルの新た
な試験的スキームを導入な試験的スキームを導入
顧みられない熱帯病（NTDs）の診断に
おける課題に対処するため、医療従事者
のための NTD 診断ツールの品質保証と
アクセシビリティを高めることを目的と
して、NTDs のための WHO 専門家審査
パネル・パイロットスキームを導入。
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関西グローバルへルスの集い （KGH)

　COVID-19 によってオンライン化を
余儀なくされてきた関西グローバルヘル
スの集い（KGH）は今回グローバルカ
フェという形で完全対面開催を再開する
ことができました。今回は「Health For 
All：平和と紛争・戦争」の３回シリー
ズとして、第１、２回はオンラインセミ
ナー形式で開催され、それを踏まえて第
３回は対面でじっくり議論を交わそうと
いう組み立てでした。会場である大阪本
町のサラヤメディカルトレーニングセン
ターには 20 代の若者から 70 代の方ま
での多様な 16 人が集まりました。あり
がたいことに、佐賀県や石川県という遠
方からも参加していただき、このことか
らも対面セミナーに対するニーズと渇き
を実感しました。

　まず日本 WHO 協会の中村安秀理事
長が「戦争と平和と健康」というタイト
ルで場の設定と問題提起をされました

（写真１）。1991 年の湾岸戦争時に自身
がトルコのイラク難民に対する緊急医療
支援を行った経験から、この問題を考え
る場を設定されました。1948 年に発効
した WHO 憲章ではその前文で「世界
中すべての人々が健康であることは、平
和と安全を達成するための基礎」と謳わ
れており、まさに健康は平和の礎である
ことが明記されています。さらに 1978
年のアルマアタ宣言は「独立、平和、緊
張緩和、軍縮などの真摯な政策はそのた
めの（世界のすべての人々の健康水準を
引き上げるための）資源を生み出します」
とまで踏み込んだ公的文書です。2023

年の世界保健デーのテーマ「すべての人
に健康を」はまさに WHO の根本理念
であり、WHO 設立当初から「平和への
希求」を続けている様子が紹介されまし
た。
　続いて京都精華大学特任准教授のナン
ミャケーカインさんに「日本の難民受け
入れとミャンマー情勢―2021 年以降を
中心としてー」というタイトルでご講演
をいただきました（写真２）。ミャンマ
ーにおける紛争・内戦の現状について、
また日本にいるミャンマー人の事例を通
じて紛争・戦争を抱える国からの避難者
に対して日本がどう対応するべきかとい
う問題が提起されました。ご存知のよう
に日本は世界的に見ても難民認定率が極
めて低い国ですが、その反面、「人道的
配慮」により在留が許可されている人が
多いという、よくわからない制度を持っ
た不思議な国です。クーデターの後ミャ
ンマー人の申請が増えるとともに、法務
省から「在留ミャンマー人への緊急避難
措置」が発表されて、在留者が増えてい
ます。またミャンマー国内では一般市民
が軍の暴力に対して「市民的非服従運動

（CDM）」を展開し、医師、看護師、教師、
エンジニア等が政府系機関での職務をボ
イコットし、政府系企業の製品をボイコ
ットしたりして明確な意思を示していま
す。しかし武器を持っている人たちが攻
撃してきた場合、武器を持たない一般市
民は果たしてどう対したらいいのだろう

関西グローバルヘルスの集い　オンラインセミナー第7弾
「Health For All：平和と紛争・戦争」
第3回：「戦争と平和」を考える （2023年秋のグローバルカフェ）

写真１　中村安秀さんの講演 写真２　ナンミャケーカインさんの講演

近畿大学社会連携推進センター

安田　直史
もともとは外科医として国際協力を志したが、公衆衛生的ア
プローチの大切さに気付き転向。UNICEF職員として母子保健、
HIVなどに取り組んできた。
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か、という難しい問題を提起されました。
　お二人の話題提供を受けた後、３グル
ープに分かれて「（１）紛争が起きた場合、
保健医療者はどのような行動をとるべき
か？（２）紛争・戦争を起こさないため
に」という問いについて意見が交わされ
ました（写真３）。あるグループは「当
事者性」に注目し、当事者である場合と
当事者でない場合でその対応が違うので
はないか、第三国での医療支援と紛争現
場での医療は違うだろうという意見とと
もに、医療者が武器を持つことは自己矛
盾であることなどが議論されたり、食の
確保が大切であるなどの意見も出されま
した。
　別のグループは外国から攻撃を受ける
場合と、自国が軍国化して戦争を始める
場合では対応が異なるのではないかとい
う視点で議論しました。前者ではすべて
を尽くし、ボランティアの支援も借りて
現行の医療を継続することが医療者の使
命であること、また後者では反対運動、
ボイコットなど反戦の声をあげることが
必要であろうことが報告されました。し
かし戦場で敵味方隔てずに治療するとい
う赤十字の精神を実行できるか、との問
いかけがありました。
　最後のグループからは、医療者の強み
を利用し、オピニオンリーダーとして勇
気をもって声を上げる必要性が強調され
ました。まさにミャンマーでは医療者が
率先して CDM を行っています。さらに

戦争を起こさないために「如己愛人（己
の如く隣人を愛せよ）」という永井隆博
士 (1908-1951) のことばが紹介され、
この精神が重要ではないかと提起されま
した。　
　その後の討論では、世界の紛争に対し
ていかに他人事ではなく、自分事ととら
えられるか、また医療者として中立性を
どうとらえるかという議論になりました。
また医療者にとってプロフェッショナル
としての職業倫理的には敵味方に関わら
ず、負傷者を治療すべきであるとされる
反面、その兵士が自らの愛する家族を殺
害した者である場合、果たしてその様な
対応ができるであろうか、という厳しい
問いかけがなされ、率直な意見交換がさ

れました。簡単なまとめとしては、今世
界の各地で増加している紛争は決して他
人事ではないと認識すること、特に私た
ちが（医療従事者であっても、そうでな
くても）取るべき行動について真剣に考
えること、そして決して戦争を起こさな
いために予防行動を起こす必要があるこ
と、ということであったと思います。
　やはりお互いの顔つきを見て、息遣い
や雰囲気という同じ空間を共有しながら
違う意見を交換するというオンラインで
は味わえない楽しさがあることを実感で
きました。運営委員一同、世代を超えて
意見の交換ができるこのような機会を今
後も提供していきたいとの思いを強くし
ました。

写真３　グループでの議論の様子

見出し□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□

写真４　グループ別発表の様子

写真５　集合写真
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追悼記事

デジタル母子手帳がつないだ縁
　私が生駒京子さんといっしょに仕事し
た最初は、2009 年に立ち上げた「デジ
タル母子手帳検討会」でした。母子保健
情報の電子化や電子母子手帳など先行経
験に関する情報交換を行い、デジタル母
子手帳の開発に関する方向性を考え、ア
ジアやアフリカにおけるデジタル母子手
帳への期待に応えたいという思いでした。
　当時、そういう夢物語に付き合ってい
ただける方がほとんどいないなかで、「い
っしょにやりましょう」と颯爽と登場さ
れたのが、株式会社プロアシスト代表取
締役の生駒京子さんでした。日本で最初
に「WEB 親子健康手帳すくすく」を開
発し運用していた大久保賢介先生（当時
香川大学医学部小児科助教授、現おおく
ぼ小児科院長）を囲む講演と意見交換会
などを楽しく実施しました。

 人 並 外 れ た セ デ ン デ ビ ィ テ ィ
（serendipity）をもっていた生駒さん。
意外な出来事と遭遇し、鋭い嗅覚と新し
い事業の可能性を見抜くカンを働かせて、
新しいものを発見することが本当に上手
でした。

雪の遠野市での出会いと学び
　2011 年 1 月、当時、日本で唯一の行
政が開発したデジタル母子手帳である

「すこやか親子電子手帳」　を見学しよう
と、岩手県遠野市を訪問しました。遠野
駅に降り立つとあたり一面が雪のなか

（写真１）。
　最初に、本田敏秋遠野市長を表敬訪問
し、お話を伺いました（写真２）。当時

の遠野市の人口は約 3 万人、年間の出
産数は約 200 件。遠野市には産科の医
師はおらず、小児科の医師は 1 人だけ。
病院への通院は大変で、妊婦健診は峠を
越えて 1 時間以上かかり、冬場は特に
危険でした。「ないものねだり」ではなく、
遠野にあるものを最大限に活用し、身の
丈でできることをしないと長続きしない
とのことでした。
　遠野市健康福祉の里では、助産師がケ
アする「ねっと・ゆりかご」が開設され、
モバイル胎児心拍数転送装置を活用して、
県内の提携病院から医師の指導を受ける
ことができるネットワークが構築されて
いました。それに加えて、香川大学での

追悼 ： 生駒京子さん
 生駒京子さんはかねてより療養中のところ 2023 年 8 月 15 日にご逝去されました。2009 年より日本 WHO

協会理事として、2018 年 6 月よりは副理事長として、協会の運営および活動にご尽力されました。
　私自身、2018 年 6 月に理事長を拝命したときから、副理事長をお願いし、困ったときにはいつも迅速、的確、
簡明なアドバイスをいただきました。いままでにどれほど助けていただいたことか、感謝の念に堪えません。

 生前のご厚誼を深く感謝し、ご冥福をお祈り申しあげます。

生駒京子 （いこま　きょうこ） さん略歴

　生駒さんは、技術者としてキャリアを積まれた後、専業主婦を経て一念発起して創業し、
30年間にわたり株式会社プロアシストの代表取締役社長として、事業を発展させてこられま
した（写真５）。「創造すること、それが私たちのDNA」をモットーに、2016年には「大阪サク
ヤヒメ表彰」活躍賞を受賞され（写真６）、2021－22年度には関西経済同友会の代表幹事を
務め、関西経済界における女性活躍の推進、女性経営者の育成などに意欲的に取り組まれて
きました。

1956年　京都府京都市生まれ
1982年　大阪電気通信大学工学部卒業
1982年　日本コンピューター・サービス・センター（株）入社
1987年　株式会社コスモ・エイティ入社
1994年　有限会社プロアシスト設立　代表取締役就任
2001年　株式会社プロアシストに改組

　「永久的不滅にて前進あるのみ。そして信頼と安心と安らぎを社会に与え続ける」という株
式会社プロアシストの社是と軌を一にして、自社のビジネスだけでなく、社会への貢献に関
しても積極的に前進されていました。生産技術振興協会理事、大阪産業局理事、大阪商工会
議所一号議員、関西経済同友会代表幹事などの要職を歴任されました。また、大阪大学数理・
データ科学教育センター招聘教授、大阪電気通信大学客員教授、大阪府国際交流財団評議員、
在大阪カナダ名誉領事など、広く社会に貢献されました。

寄稿　中村安秀（公益社団法人日本WHO協会理事長）

経験を応用した形で、「すこやか親子電
子手帳」が実施されていました。妊娠や
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出産に関わる様々な情報、写真、保護者
の思いなどを、複数の医療機関や家族が、
瞬時に共有できるシステムでした（写真
３）。父親が写真などをコンピュータ上
にアップしたものを、他県に住む祖父母
が見ることができるといった、デジタル
ならではの活用が行われていることが斬
新でした。
　その感動的な訪問から 2 か月後の、3
月 11 日に東日本大震災が発生しました。
遠野市は、地震や津波による被害に対す
る「後方支援拠点」として、被災した沿
岸部を支援する防災訓練を震災前から行
ってきました。しかし、東日本大震災の
あまりに大きな被害のため、備蓄してい
た物資だけでは足りません。そのときに、
いち早く遠野市に支援物資を届けたのが、
プロアシストでした。外部からの震災支
援では生駒さんが一番早かったと、遠野
市の皆さんからいつも誉めていただきま
した。生駒さんの決断してから実行に移

すスピード感と、軽快なフットワークの
切れ味は爽快でした。

私たちの地球、私たちの健康
　2022 年 4 月 7 日に開催された「世
界保健デー」では、「Our Planet, Our 
Health」をテーマに共同座長をしました。
山極壽一さん（総合地球環境学研究所・
所長）と渡辺知保さん（長崎大学・学長
特別補佐）とともに行ったオンラインの
パネル・ディスカッションのすばらしい
映像はいま日本 WHO 協会のホームペ
ージで見ることができます（写真 4）。
　「パネルの間、ずっとワクワクしてい
ました。きょうからきっと私たちは変わ
っていくと思います」という未来可能性
を秘めた生駒さんの締めの言葉がいまも
心に響きます。

デジタルに託す思い
　『目で見る WHO』（2019 年冬号）の

巻頭言では、創業時の思いに触れています。
　「株式会社プロアシストは 1994 年に
創業しました。当時の日本はバブル崩壊
後で、ニュースや新聞記事がとても暗か
ったのを記憶しています。この日本を何
とか元気づけたいという思いで起業しま
した。 」
　そして、「人生 100 年時代への突入に
際して、技術の進化により医療の診断は
変化していくことが予想されます。同時
に、世界で健康に関する取り組みがどん
どん広がっています」と日本 WHO 協
会がめざすべき未来像に対してもエール
を寄せていただきました。
　人生 100 年時代にしてはあまりに早
すぎる訃報に接し、大変残念な思いとと
もに、大きな喪失感のなかにいます。生
駒さんの思いと夢を引き継ぎ、日本
WHO 協会として世界の健康に取り組ん
でいきたいと思います。

❶　大雪の遠野駅前。左から、生駒京子さん、中村安秀、大久保賢介医師、板東あけみさん（国際母子手帳委員会）、坂口香織さん（プロアシスト）（2011年1月）
❷　本田敏秋遠野市長（左から３人目）を表敬訪問。生駒さんは、右から３人目。（岩手県遠野市長室）　（2011年1月）
❸　遠野市健康福祉の里で菊地幸枝助産師などから、オンラインを使った「すこやか親子電子手帳」の説明を受ける生駒京子さん。（2011年1月）
❹　世界保健デーのオンライン上の集合写真。上段の右から、山極壽一さん、生駒京子さん、中村安秀、渡辺知保さん。中段・下段は、関西グローバルヘルスの集い（KGH）
のメンバー（2022年4月）❺　プロアシストの社員の集合写真。背景は台湾故宮博物館。（2018年）
❻　第1回大阪サクヤヒメ表彰にて活躍賞を受賞。表彰式の記念写真。生駒京子さんは前列右端。（2016年）

❶ ❷ ❸

❹

❺ ❻

Friends of WHO Japan2024. Winter 33



（公社）日本WHO協会の沿革

歴代会長・理事長、副会長・副理事長（在職期間）

沿革

　第二次世界大戦後の硝煙さめやらぬ 1946 年７月に世界の 61 カ国がニューヨークに集い、健康と平和への願いを込めた
憲章に調印し、1948 年４月７日に WHO 憲章が発効され、国連の専門機関として世界保健機関 WHO が発足しました。
　当協会はこの WHO 憲章の精神に賛同した人々により、1965 年に民間の WHO 支援組織として設立され、グローバルな
視野から人類の健康とウェルビーイングを考え、WHO 憲章の普及と人々の健康増進につながる活動を展開してきました。

中野種一郎（1965 - 73）
平沢　興（1974 - 75）
奥田　東（1976 - 88）
澤田敏夫（1989 - 92）
西島安則（1993 - 06）
忌部　実（2006 - 07）
宇佐美　登（2007 - 09）
關　淳一（2010 -17 ）
中村　安秀(2018-)

松下幸之助（1965 - 68）
野辺地慶三（1965 - 68）
尾村偉久（1965 - 68）
木村　廉（1965 - 73）
黒川武雄（1965 - 73）
武見太郎（1965 - 81）
千　宗室（1965 - 02）
清水三郎（1974 - 95）
花岡堅而（1982 - 83）

副会長
副理事長

会長
理事長

羽田春免（1984 - 91）
佐野晴洋（1989 - 95）
河野貞男（1989 - 95）
村瀬敏郎（1992 - 95）
加治有恒（1996 - 98）
坪井栄孝（1996 - 03）
堀田　進（1996 - 04）
奥村百代（1996 - 06）
末舛恵一（1996 - 04）

中野　進（1998 - 06）
高月　清（2002 - 06）
北村李賢（2002 - 04）
植松治雄（2004 - 06）
下村　誠（2006 - 08）
市橋　誠（2007）
更家悠介（2008 - 12）
更家悠介（2018-）
生駒京子（2018 - 23）

★は世界保健機関（WHO）の沿革
国連の専門機関として世界保健機関（WHO）が設立し、「WHO 憲章」が発効した。
WHO 憲章の精神普及を目的とする社団法人日本 WHO 協会の設立が認可された（本部京都）。
WHO 講演会等の事業活動を開始。
「世界保健デー記念大会」開催事業を開始。
機関誌『目で見る WHO』創刊号発行。
小中学生を対象に保健衛生に関する作文コンクール事業を開始。
老年問題に関する神戸国際シンポジウムを実施。
WHO 健康相談室を開設、中高年向け健康体操教室を実施。
海外の WHO 関連研究者への研究費助成事業を実施。
WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）開設。
WHO 創設 50 周年シンポジウム「健やかで豊かな長寿社会を目指して」を実施。
全国各地に支部が設立され、健康フォーラム事業などを展開。
業務運営と WHO のロゴ使用に関して、厚生労働省より改善勧告を受ける。
倫理委員会を設置し、すべての支部を閉鎖。
事務局を京都より大阪市に移転。翌年 2008 年に事務局を現在の大阪商工会議所内に移転。
『目で見る WHO』を復刊し、健康に関するセミナーを実施。
關淳一氏（元大阪市長）が理事長に就任し、組織体制を一新。
WHO 神戸センターのクマレサン所長を招き、フォーラム「WHO と日本」を実施。
メールマガジンの配信を開始。WHO インターンシップ支援助成を開始。
公益社団法人格を取得。WHO 神戸センターのロス所長を招き、禁煙セミナーを実施。
第５回アフリカ開発会議（TICAD）公式サイドイベントとしてフォーラムを実施。
WHO 本部から発信されるファクトシートの翻訳出版権を付与される。
ワンワールド・フェスティバル（大阪市）に参加。「関西グローバルヘルスの集い」セミナー開始。
英語名称を、Friends of WHO Japan に変更。
ラオス小児外科プロジェクト開始。医療従事者応援はがきプロジェクト開始
「世界保健デー」国内イベントを復活。

1948★
1965

1966
1968
1970
1981
1985
1994
1996★
1998
2000
2004
2005
2007
2009
2010

2011
2012
2013
2014
2019

2020
2022
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WHO憲章
憲章

な 肉体的、精神的及び社会的福祉の状
態であり、単に疾病又は病弱の存在しな
いことではない。到達しうる最高基準の
健康を享有することは、人種、宗教、政
治的信念又は経済的若しくは社会的条件
の差別なしに万人の有する基本的権利の

世界保健機関（WHO）憲章は、1946年7
月22日にニューヨークで61か国の代表に
より署名され、1948年４月7日より効力
が発生しました。 日本では、1951年６月
26日に条約第１号として公布されました。
その定訳は、たとえば「健康とは、完全

一つである」といったように格調高いも
のです。日本WHO協会では、21世紀の
市民社会にふさわしい日本語訳を追及し、
理事のメンバーが討議を重ね、以下のよ
うな 仮訳を作成しました。
� 日本WHO協会理事長　中村安秀

この憲章の当事国は、国際連合憲章に従い、次の諸
原則が全ての人々の幸福と平和な関係と安全保障
の基礎であることを宣言します。

健康とは、病気ではないとか、弱っていないという
ことではなく、肉体的にも、精神的にも、そして社
会的にも、すべてが 満たされた状態にあることを
いいます。

人種、宗教、政治信条や経済的・社会的条件によっ
て差別されることなく、最高水準の健康に恵まれ
ることは、あらゆる人々にとっての基本的人権のひ
とつです。 

世界中すべての人々が健康であることは、平和と
安全を達成するための基礎であり、その成否は、個
人と国家の全面的な協力が得られるかどうかにか
かっています。

ひとつの国で健康の増進と保護を達成することが
できれば、その国のみならず世界全体にとっても
有意義なことです。

健康増進や感染症対策の進み具合が国によって異
なると、すべての国に共通して危険が及ぶことに
なります。

子供の健やかな成長は、基本的に大切なことです。
そして、変化の激しい種々の環境に順応しながら
生きていける力を身につけることが、この成長の
ために不可欠です。
健康を完全に達成するためには、医学、心理学や関
連する学問の恩恵をすべての人々に広げることが
不可欠です。

一般の市民が確かな見解をもって積極的に協力す
ることは、人々の健康を向上させていくうえで最も
重要なことです。

各国政府には自国民の健康に対する責任があり、
その責任を果たすためには、十分な健康対策と社
会的施策を行わなければなりません。

これらの原則を受け入れ、すべての人々の健康を
増進し保護するため互いに他の国々と協力する目
的で、締約国はこの憲章に同意し、国際連合憲章第
57条の条項の範囲内の専門機関として、ここに世
界保健機関を設立します。

THE STATES Parties to this Constitution declare, in conformity 
with the Charter of the United Nations, that the following 
principles are basic to the happiness, harmonious relations and 
security of all peoples:

Health is a state of complete physical, mental and social well-being 
and not merely the absence of disease or infirmity.

The enjoyment of the highest attainable standard of health is one 
of the fundamental rights of every human being without 
distinction of race, religion, political belief, economic or social 
condition.

The health of all peoples is fundamental to the attainment of 
peace and security and is dependent upon the fullest co-operation 
of individuals and States.
The achievement of any States in the promotion and protection of 
health is of value to all.

Unequal development in different countries in the promotion of 
health and control of disease, especially communicable disease, is 
a common danger.

Healthy development of the child is of basic importance; the 
ability to live harmoniously in a changing total environment is 
essential to such development.

The extension to all peoples of the benef its of medical, 
psychological and related knowledge is essential to the fullest 
attainment of health.

Informed opinion and active co-operation on the part of the public 
are of the utmost importance in the improvement of the health of 
the people.

Governments have a responsibility for the health of their peoples 
which can be fulfilled only by the provision of adequate health 
and social measures.

ACCEPTING THESE PRINCIPLES, and for the purpose of co-
operation among themselves and with others to promote and 
protect the health of all peoples, the Contracting Parties agree to 
the present Constitution and hereby establish the World Health 
Organization as a specialized agency within the terms of Article 
57 of the Charter of the United Nations.

世界保健機関憲章前文 （日本WHO協会仮訳）
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書籍紹介コーナー

書を抱えてフィールドに出よう！
『アフガニスタン　戦禍からの再生・希望への
架け橋』
編　者：レシャード・カレッド
出版社：高文研　2023年 6月発行

　著者のレシャード・カレッド先生は、
アフガニスタン・カンダハールで生まれ
育った後、日本の大学に留学して医師免
許を取得、現在は医師として地域の医療
に携わる傍ら、アフガニスタンを支援す
る NGO カレーズの会の理事長としても
尽力されています。本書ではそのレシャ
ード先生の目線からアフガニスタンの歴

史、現状、そして医療の在り方について
語られています。
　私たちが見聞きするアフガニスタンは、
国内や欧米の政治的な影響を受けて語ら
れた姿かもしれません。レシャード先生
は、ご自身の全財産を投げうって医薬品
を買って現地に赴き、祖国の医療と教育
の復興に長年取り組んでこられました。
本書ではレシャード先生が、当事者とし
てアフガニスタンの今に至る経緯や社会
情勢、保健医療の現状などについて語り
かけるようにわかりやすく説明していま
す。また、ペシャワール会の現地代表で、
アフガニスタンでの活動中に亡くなられ

た中村哲先生とのエピソードも紹介され
ています。
　紡がれた言葉からは、命がけでアフガ
ニスタンのために尽くしてこられたレシ
ャード先生の祖国や人々への温かさや優
しさ、破壊され尽くした大地への哀しさ
などが伝わり、読者の胸を打ちます。そ
して、私たちが知らなかった、あるいは
知っていても遠い国の出来事として捉え
ていたアフガニスタンが新たな実像をも
って迫ります。私たちに何ができるか、
そして関心を持つことの大切さを改めて
問いかける一冊です。
　　　　　　　　（紹介者：戸田登美子）

　グローバルヘルスは保健医療分野だけ
ではなく、様々な専門性、アプローチが
求められる奥深い世界であり、グローバ
ルヘルスに貢献できる道はたくさんある
ことを本書は示しています。グローバル
ヘルスとは何か？という基本的な概要か
ら、グローバルヘルスを動かしている主
要アクター（国連機関、政府援助機関、
民間セクター、NGO など）、そして求め

られる人材、ライフデザイン、ワークラ
イフバランスといった多岐にわたるテー
マをインターネットなどだけでは得られ
ない、著者自身やグローバルに活躍され
ている友人、知人の体験、リアルな情報
を盛り込んだ、唯一無二のグローバルヘ
ルス指南書となっています。
　ここでは、「リーダーを目指す人」に
とっても必要な知識、技術、コンピテン
シーを培う方法が丁寧に解説されている
点も強調したいと思います。著者自身が、
グローバルファンドの戦略・投資・効果
局長としてあらゆる国籍の部下をまとめ
るリーダーを務めた経験、そして世界の
リーダーたちから学んだことから、グロ

ーバルヘルス分野に限らない、より良い
チーム、組織づくりのヒントを得ること
ができます。
　また仕事も生活も含めて人生全体を考
える「ライフデザイン」を作ることをお
勧めされており、著者がどのような選択
をしながら今までに至っているか、経験
を踏まえたアドバイスもたくさん盛り込
まれています。グローバルヘルスを志す
人はもちろんですが、働いているすべて
の人にとっても自分と向き合い、そして
新たな世界に飛び出すきっかけにもなる、
そんな背中を押してくれる 1 冊です。

（紹介者：福井沙織）

編　者	：グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund） CEO　國井修
出版社：南山堂　2023年4月発行

『世界に飛びたて!命を救おう!』　（グローバル
ヘルスを志す人 リーダーを目指す人のために）
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藤井　まい
元WHO職員、元アジア欧州財団（ASEF）副ダイレクター
WHO勤務8年で5部門を担当。ASEF(国際機関)でのCOVID19対策、ウクライナ難民への医療物資支援
を終え、現在は福島県二本松市保健師。

世界の全人口を実数で把握できる日は来るのかな？

    編 集 委 員 の ペ ー ジ

寄 付 者 の ご 芳 名

当協会にご寄付いただいた方々のご芳名を掲載させていただきます。
（匿名希望を除く。50音順、2023年11月末現在）

この紙面をかりて厚くお礼申し上げます。

川合　祥文　様
一般社団法人生産技術振興協会

Autopsy, VA）と呼ばれています。回答次第で次画面を自動誘導できるアプリ
もあり、その地域文化に合わせ開放的なスペースで聴き取ることもあります。
　日本はこの「出生と死亡届け出制度」については先進国でも優等生中の優
等生です。地理的優位性や国民の性質、経済状況、歴史的な着手時期の早さ
が相まっての達成かと思いますが、今後日本の良さも世界に伝えつつ、世界
の取り組みも日本に紹介していきたいです。

　WHOでの８年間の勤務で私が最も興味を持ったことに「死亡登録」があります。世界では妊産婦や乳幼児
死亡のための多くの取り組みがあり、それに伴って「出生届を出す」ことは世界でも常識になりつつあります。
しかし、「家族が亡くなったら役所に届出る」概念の普及は大きく遅れ、未だ世界の３分の２の死亡記録がな
い事実は私には衝撃です。世界人口や死因の把握は、この３分の１の貴重な現存情報と推計を駆使して作ら
れています。死亡届がない、つまり記録がなく亡くなる方々は、この世に生きた証を残せず残念！という次
元を超えて人口や死因を正確にできない大きな要因なのです。
　近年、低中所得国では誰かが亡くなったという知らせを受けると、お役人が国際支援などで頂いたタブレ
ット持参で村まで出向き、死亡までの状況を聞き取る取り組みが始まっています。口頭剖検（Verbal 

口頭剖検（Verbal Autopsy, VA）のイメージ図　（作：Azusa Fujii）

　毎年4月7日は世界保健デーです。2023年のテーマは
「Health For All（すべての人に健康を！）」、そして、2023年
はWHOが発足して75周年のアニバーサリーイヤーでした。
　日本WHO協会では、2024年4月7日に記念イベントを開催
する予定です。詳細は、当協会のホームページで随時お知らせ
しますので、皆様ぜひご参加ください。

世界保健デー 2024　記念イベントのお知らせ
Health 
For All

VISIT WHO.INT
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グローバルな視野から健康を考え、
国の内外で人々の健康増進につながる諸活動と
WHO 憲章精神の普及活動を展開しています。

私たちの活動に賛同し、
継続的ご支援頂ける方の入会をお待ちしています。

会員種別 年会費

正会員：個人 50,000円

正会員：法人 100,000円

個人賛助会員 1口：5,000円

学生賛助会員 1口：2,000円

法人賛助会員 1口：10,000円
入会のお申し込みはこちらから

２０２4　冬号　No.87
2024年1月1日　発行

定価 1,100円

発行者
中村安秀

編集委員
安田直史 （編集長）　山田絵里 （副編集長）

磯邉綾菜　小笠原理恵　木下英樹　佐伯壮一朗　柴原史歩
島津美寿季　清水ちとせ　白野倫徳　鈴木大地　戸田登美子　林正幸
福井沙織　藤井まい　松澤文音　森本早紀　柳澤沙也子　渡部雄一

編集協力：森井真理子
デザイン協力：根本睦子

発行所
公益社団法人　日本WHO協会

〒540-0029　大阪市中央区本町橋2-8　大阪商工会議所ビル5F
TEL⃝06-6944-1110　FAX⃝06-6944-1136

URL⃝https://www.japan-who.or.jp/

Visual Journal of Friends of WHO Japan

Friends of WHO Japan 2024. Winter38



広告に関する一切の責任は広告主に帰属し、また、当協会が広告内容について推奨するものではありません。 
 

WHOへの人的貢献を推進しよう     広告 
 

 

株式会社 プロアシスト 
代表取締役社長 阪田 敦規 
〒〒554400--00003311  大大阪阪市市中中央央区区北北浜浜東東 44--3333  

北北浜浜ネネククススビビルル 2288FF    

TTEELL  0066--66994477--77223300  FFAAXX  0066--66994477--77226611 

 

新居合同税理士事務所  
代表税理士 新居 誠一郎 

〒〒554466--00000022  大大阪阪市市東東住住吉吉区区杭杭全全 11--1155--1188  

TTEELL  0066--66771144--88222222  FFAAXX  0066--66771144--88009900  

 
ポリグルソーシャルビジネス

株式会社 
代表取締役 小田 節子 

〒〒554400--00002266  大大阪阪市市中中央央区区内内本本町町 22--11--1199  

TTEELL  0066--66996677--88777777  FFAAXX  0066--66996677--22888888  

 

 

岩本法律事務所  
弁護士 岩本 洋子 
弁護士 藤田 温香 

〒〒554411--00004411  大大阪阪市市中中央央区区北北浜浜 22--11--1199--990011  

ササンンメメゾゾンン北北浜浜ララヴヴィィッッササ 990011  

TTEELL  0066--66220099--88110033  FFAAXX  0066--66220099--88110066  
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